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奈良市告示第94号

　平成30年奈良市告示第205号（予防接種の実施）の一部
を次のように改正する。　
　平成31年３月１日

奈良市長　仲　川　元　庸　
次のよう省略

（平成31年３月１日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第95号
　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項の規
定により施術者の指定をしましたので、同法第55条の３の
規定により次のとおり告示します。
　平成31年３月１日

奈良市長　仲　川　元　庸　

（平成31年３月１日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第96号
　平成31年度の土地価格等縦覧帳簿及び家屋価格等縦覧帳
簿の縦覧について、縦覧の場所及び縦覧の期間等を、地方
税法（昭和25年法律第226号）第416条第３項及び奈良市税
条例（昭和46年奈良市条例第12号）第85条第２項の規定に
より公示します。
　平成31年３月１日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　縦覧の場所
　　奈良市二条大路南一丁目１番１号
　　奈良市役所　東棟２階　資産税課
２　縦覧の期間

　　平成31年４月１日から平成31年５月７日まで
　　ただし、土曜日、日曜日及び休日は除く。
３　縦覧の時間
　　午前９時から午後５時まで

（平成31年３月１日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第97号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律（平成17年法律第123号）第59条第１項に規定する
指定自立支援医療機関として下記のとおり指定したので、
同法第69条第１号の規定に基づき告示します。
　平成31年３月１日

奈良市長　仲　川　元　庸　

（平成31年３月１日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第98号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に
基づき、次のように道路の区域を変更します。

　その関係図書は、公示の日から１箇月間、建設部土木管
理課において一般の縦覧に供します。
　平成31年３月１日

奈良市長　仲　川　元　庸　

（平成31年３月１日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第99号

　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に
基づき、次のように道路の区域を変更します。
　その関係図書は、公示の日から１箇月間、建設部土木管

指定施術者の氏名
施術の種類 指定年月日

施術所の名称 施術所の所在地

尾形　秀明
はり・きゅう 平成31年２月５日

おがた治療院　鍼灸 奈良県奈良市西登美ヶ丘五丁
目12－３

指定年月日 医療機関名 所在地 開設者氏名

平成31年３月１日 自分薬局　阪奈西大寺 奈良市菅原東二丁目18－19 株式会社 ＮОＬ
代表取締役　吉川　晃之祐

路　線　名 区　　　　間 変　更
前後別

幅　員
（ｍ）

延　長
（ｍ） 備　考

中部第1500号線
奈良市西大寺南町４番３地先から 前 28.0 75.0

奈良市西大寺国見町一丁目2326番３地先まで 後 7.0～103.0 209.1
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理課において一般の縦覧に供します。
　平成31年３月１日

奈良市長　仲　川　元　庸　

（平成31年３月１日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第100号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に
基づき、次のように道路の供用を開始します。

　その関係図書は、公示の日から１箇月間、建設部土木管
理課において一般の縦覧に供します。
　平成31年３月１日

奈良市長　仲　川　元　庸　

（平成31年３月１日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第101号
　介護保険法（平成９年法律第123号）第41条第１項、第
46条第１項及び第53条第１項の規定により、指定居宅サー

ビス事業者、指定居宅介護支援事業者及び指定介護予防サー
ビス事業者を指定しましたので、同法第78条第１号、第85
条第１号及び第115条の10第１号の規定により公示します。
　平成31年３月１日

奈良市長　仲　川　元　庸　

（平成31年３月１日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第102号
　奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良
市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止区域
内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管し
たので、同条例第10条第１項の規定により告示します。
　平成31年３月４日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　移動理由
　　自転車等放置禁止区域に放置されていたため。
２　移動年月日
　　平成31年３月３日 
３　移動対象区域
　�　近鉄新大宮駅周辺及びＪＲ奈良駅周辺自転車等放置禁
止区域　　　
４　保管場所
　　奈良市大安寺西二丁目288番地の１
　　奈良市自転車等保管施設
５　引取期間
　　告示日から60日間。ただし、奈良市の休日を定める条
例（平成元年奈良市条例第３号）第１条第１項に規定す
る市の休日（毎月の第２及び第４土曜日を除く。）を除く。

６　引取時間
　　午前９時から午後４時30分まで
７　引取りのための必要事項
　⑴�　印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認でき
るもの（学生証・運転免許証・保険証等）をお持ちく
ださい。
⑵　次のとおり移動及び保管に要した費用を徴収します。
　　ア　移動費　自転車　　　　　2,000円
　　　　　　　　原動機付自転車　4,000円
　　イ�　保管費�　1,000円（ただし、 移動日から14日以内

は無料）
８�　連絡先
　　奈良市市民生活部　交通政策課
　　電話0742－34－1111代表

（平成31年３月４日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第103号
　奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良
市条例第23号）第10条第３項の規定により利用者又は所有
者から引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、
奈良市自転車等の安全利用に関する条例施行規則（昭和59
年奈良市規則第35号）第５条の規定により告示します。
　平成31年３月４日

事業者番号
事業所 事業者

指定年月日
所在地 名称 法人所在地 法人名

2970108102 奈良市菅野台16番３－７号
支援センター
こすもす

奈良市菅野台
16番３－７号

合同会社
雅こすもす会 平成31年３月１日

2970108110
奈良市疋田町
三丁目２番地の17 
ハイツ金澤202号

合同会社
ＤＡＹＳ

奈良市疋田町
三丁目２番地の17 
ハイツ金澤202号

合同会社
ＤＡＹＳ 平成31年３月１日

路　線　名 区　　　　間 変　更
前後別

幅　員
（ｍ）

延　長
（ｍ） 備　考

西部第1157号線
奈良市中町4790番１先から 前 16.4～20.0 20.2

奈良市中町4814番先まで 後 16.2～16.4 20.2

路　線　名 区　　　　間 延長（ｍ）
幅員（ｍ） 備考

西部第1157号線 奈良市中町4790番１先から 奈良市中町4814番先まで Ｌ＝20.2
Ｗ＝16.2～16.4
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奈良市長　仲　川　元　庸　
１　処分の根拠
　�　告示日から60日経過したにもかかわらず、引取りがな
いため。
２　処分対象自転車等の保管場所
　　奈良市大安寺西二丁目288番地の１
　　奈良市自転車等保管施設
３　処分年月日
　　平成31年３月４日
４　処分対象自転車等の移動年月日
　�　平成30年８月３日、同月６日、同月９日、同月10日、

同月12日、同月17日、同月21日、同月23日及び同月27日
（平成31年３月４日掲示済）　

　　　　� 　　 　
奈良市告示第104号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律（平成17年法律第123号）第59条第１項に規定する
指定自立支援医療機関として下記のとおり指定したので、
同法第69条第１号の規定に基づき告示します。
　平成31年３月４日

奈良市長　仲　川　元　庸　

（平成31年３月４日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第105号
　奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良
市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止区域
内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管し
たので、同条例第10条第１項の規定により告示します。
　平成31年３月５日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　移動理由
　　自転車等放置禁止区域に放置されていたため。
２　移動年月日
　　平成31年３月５日 

３　移動対象区域
　��　近鉄学園前駅周辺、近鉄富雄駅周辺、近鉄菖蒲池駅周
辺及び近鉄奈良駅周辺自転車等放置禁止区域
以下省略

（平成31年３月５日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第106号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律（平成17年法律第123号）第29条第１項に規定する
指定障害福祉サービス事業者を指定しましたので、同法第
51条第１号の規定に基づき告示します。
　平成31年３月６日

奈良市長　仲　川　元　庸　

（平成31年３月６日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第107号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律（平成17年法律第123号）第51条の17第１項第１号

に規定する指定特定相談支援事業者を指定しましたので、
同法第51条の30第２項第１号の規定に基づき告示します。
　平成31年３月６日

奈良市長　仲　川　元　庸　

（平成31年３月６日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第108号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律（平成17年法律第123号）第29条第１項に規定する
指定障害福祉サービス事業者を廃止しましたので、同法第

51条第２号の規定に基づき告示します。
　平成31年３月６日

奈良市長　仲　川　元　庸　

１　指定年月日　平成31年２月16日

事業所番号
事業者 事業所 サービス

種類名称 郵便番号 住所 名称　 郵便番号 住所

2910102967 株式会社ライフイノベーション 630-8452
奈良県奈良市北
之庄西町二丁目
８番地の13

ライフイノベー
ション油阪事業
所

630-8247 奈良県奈良市油阪町446－17
就労継続
支援Ｂ型

指定年月日 医療機関名 所在地 開設者氏名

平成31年３月１日 ならまち薬局 奈良市小西町25－１ファインフラッツ
奈良ザ・レジデンス１階

株式会社　中央薬局
代表取締役　菅原　喜規

１　指定年月日　平成31年３月１日

事業所番号
事業者 事業所 サービス

種類名称 郵便番号 住所 名称　 郵便番号 住所

2930100793 エンジェルハー
ト株式会社 630-8141

奈良県奈良市南
京終町１丁目
183番地の22

エンジェルハー
ト 630-8053

奈良県奈良市七
条一丁目36－45
－103

計画相談
支援
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（平成31年３月６日掲示済）　
　　　　� 　　 　

奈良市告示第109号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成17年法律第123号）第51条の14第１項に規定
する指定一般相談支援事業者を廃止しましたので、同法第
51条の30第１項第２号の規定に基づき告示します。
　平成31年３月６日

奈良市長　仲　川　元　庸　

（平成31年３月６日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第110号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成17年法律第123号）第29条第１項に規定する
指定障害福祉サービス事業者を指定（更新）しましたので、
同法第51条第１号の規定に基づき告示します。
　平成31年３月６日

奈良市長　仲　川　元　庸　

１　廃止年月日　平成31年２月15日

事業所番号
事業者 事業所 サービス

種類名称 郵便番号 住所 名称　 郵便番号 住所

2910101993 有限会社キョウワ 619-0216
京都府木津川市
州見台８－４－
26

ハーモニーケア
サービス 630-8424 奈良県奈良市古市町2039番地 生活介護

2910102074 株式会社ライフイノベーション 630-8452
奈良県奈良市北
之庄西町二丁目
８－13

ライフイノベー
ション北之庄事
業所

630-8452
奈良県奈良市北
之庄西町二丁目
８－13

就労継続
支援Ｂ型

２　廃止年月日　平成31年２月28日

事業所番号
事業者 事業所 サービス

種類名称 郵便番号 住所 名称　 郵便番号 住所

2910101951

特定非営利活動
法人奈良県社会
就労事業振興セ
ンター

630-8114

奈良県奈良市芝
辻町二丁目11番
16号　圭真ビル
102

office K 630-8114

奈良県奈良市芝
辻町二丁目11番
16号　圭真ビル
102

就労継続
支援Ａ型

１　廃止年月日　平成31年２月15日

事業所番号
事業者 事業所 サービス

種類名称 郵便番号 住所 名称　 郵便番号 住所

2930100231 有限会社キョウワ 619-0216
京都府木津川市
州見台８－４－
26

ハーモニーケア
サービス 630-8115

奈良県奈良市南
京終町二丁目
322番９

地域移行
支援
地域定着
支援

事業所番号 申請者－
名称

申請者－
郵便番号

申請者－
住所

事業所－
名称

事業所－
郵便番号

事業所－
住所

サービス種
類

指定
更新日

指定
有効期限

2910101894
株式会社
ハートケ
ア

631-0061

奈良県奈良
市三碓三丁
目３番32号
ジョイハウ
スA棟102
号

株式会社
ハートケ
ア

631-0061

奈良県奈良
市三碓三丁
目３番32号
ジョイハウ
スA棟102
号

居宅介護 平成31年
１月１日

平成36年
12月31日

2920100209

特定非営
利活動法
人みつわ
会

630-8441

奈良県奈良
市神殿町
630番地の
６

グループ
ホームあ
かり

630-8453

奈良県奈良
市西九条町
三丁目７－
27

共同生活
援助

平成31年
１月１日

平成36年
12月31日

2920100217
社会福祉
法人ぷろ
ぼの

630-8115

奈良県奈良
市大宮町三
丁目５－39 
第３やまと
建設ビル
201号

ＧＨぷろ
ぼの 630-8357

奈良県奈良
市杉ケ町35
番さやか
杉ヶ町マン
ション301
号

共同生活
援助

平成31年
２月１日

平成37年
１月31日
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号外第２号
令和２年１月27日 　
　   （月 曜 日）

（平成31年３月６日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第111号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため
の法律（平成17年法律第123号）第51条の17第１項第１号

に規定する指定特定相談支援事業者を指定（更新）しまし
たので、同法第51条の30第２項第１号の規定に基づき告示
します。
　平成31年３月６日

奈良市長　仲　川　元　庸　

（平成31年３月６日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第112号
　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第24条の26第１項

第１号に規定する指定障害児相談支援事業者を指定しまし
たので、同法第24条の37第１号の規定に基づき告示します。
　平成31年３月６日

奈良市長　仲　川　元　庸　

（平成31年３月６日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第113号
　奈良市住居表示に関する条例（昭和42年奈良市条例第21
号）第３条の規定により、次のとおり住居番号をつけたの
で、同条第４項の規定により告示します。
　平成31年３月６日

奈良市長　仲　川　元　庸　
次のとおり省略

（平成31年３月６日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第114号
　平成30年度市・県民税納税通知書を郵送したが、その送
達を受けるべき者の住所等が不明のため送達することがで
きないので、地方税法（昭和25年法律第226号）第20条の
２及び奈良市税条例（昭和46年奈良市条例第12号）第６条
の規定により、次のとおり公示送達します。
　なお、この公示送達に係る関係書類は財務部市民税課で
保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があれば、い
つでも交付します。
　平成31年３月８日

奈良市長　仲　川　元　庸　

１　この通知書の発送年月日 別紙のとおり

２　送達を受けるべき者 別紙のとおり

別紙省略
（平成31年３月８日掲示済）　

　　　　� 　　 　
奈良市告示第115号
　奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良
市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止区域
内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管し
たので、同条例第10条第１項の規定により告示します。
　平成31年３月11日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　移動理由
　　自転車等放置禁止区域に放置されていたため。
２　移動年月日
　　平成31年３月８日 
３　移動対象区域
　�　近鉄大和西大寺駅周辺、近鉄西ノ京駅周辺、近鉄平城
駅及びＪＲ奈良駅周辺自転車等放置禁止区域
以下省略

（平成31年３月11日掲示済）　

2910100847 株式会社
優花 631-0837

奈良県奈良
市若葉台１
－７－１

優花訪問
介護ス
テーショ
ン

631-0837
奈良県奈良
市若葉台１
－７－１

居宅介護 平成31年
３月１日

平成37年
２月28日

2910100847 株式会社
優花 631-0837

奈良県奈良
市若葉台１
－７－１

優花訪問
介護ス
テーショ
ン

631-0837
奈良県奈良
市若葉台１
－７－１

重度訪問
介護

平成31年
３月１日

平成37年
２月28日

事業所番号 申請者－
名称

申請者－
郵便番号

申請者－
住所

事業所－
名称

事業所－
郵便番号

事業所－
住所

サービス種
類

指定
更新日

指定
有効期限

2930100447 株式会社
サンケア 631-0041

奈良県奈良
市学園大和
町一丁目
304番地

サンケア
・アシス
ト

631-0041

奈良県奈良
市学園大和
町一丁目
304番地

計画相談
支援

平成31年
２月１日

平成37年
１月31日

事業所番号 申請者－
名称

申請者－
郵便番号

申請者－
住所

事業所－
名称

事業所－
郵便番号

事業所－
住所

サービス種
類

指定
更新日

指定
有効期限

2970100455 株式会社サンケア 631-0041

奈良県奈良
市学園大
和町一丁目
304番地

サンケ
ア・アシ
スト

631-0041

奈良県奈良
市学園大
和町一丁目
304番地

障害児相
談支援

平成31年
２月１日

平成37年
１月31日
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　　令和２年１月27日　　
　　　   （月 曜 日）

　　　　� 　　 　
奈良市告示第116号
　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の規
定により、開発行為に関する工事が完了したことを次のと
おり公告します。
　なお、当該開発区域を表示した図書は、奈良市都市整備
部開発指導課において一般の閲覧に供します。
　平成31年３月11日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　許可の年月日及び番号
　�　平成30年９月５日　奈良市指令整開　第18Ａ－23号
２　検査済証の交付年月日及び番号
　　開発行為　平成31年３月11日　第1674号
　　公共施設　平成31年３月11日　第817号
３　開発区域に含まれる地域
　　奈良市高畑町181番４
４　開発許可を受けた者の住所及び氏名
　　奈良市藤ノ木台四丁目６番20号
　　株式会社　日本中央住販　代表取締役　谷手　善紀
５　公共施設の種類、位置及び区域
　⑴　道路
　　　奈良市高畑町181番４の一部
　⑵　下水道
　　　奈良市高畑町181番４の一部
　⑶　公園
　　　奈良市高畑町181番４の一部
　⑷　調整池
　　　奈良市高畑町181番４の一部

（平成31年３月11日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第117号
　奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良
市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止区域
内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管し
たので、同条例第10条第１項の規定により告示します。
　平成31年３月11日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　移動理由
　　自転車等放置禁止区域に放置されていたため。
２　移動年月日
　　平成31年３月11日
３　移動対象区域
　�　近鉄新大宮駅周辺、近鉄高の原駅周辺及びJR奈良駅
周辺自転車等放置禁止区域　
以下省略

（平成31年３月11日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第118号
　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１
項の規定により、次のとおり収納の事務を委託したので、
同条第２項の規定により告示します。

　平成31年３月14日
奈良市長　仲　川　元　庸　

１　受託者・収納事務

受託者 収納事務

東京都千代田区一番町25
番地 
地方公共団情報システム
機構

戸籍謄抄本交付手数料
戸籍の附票の写し交付手
数料
住民票の写し交付手数料
印鑑登録証明書交付手数
料
課税（非課税）証明書交
付手数料

２�　委託期間
　平成31年３月３日から平成31年３月31日まで

（平成31年３月14日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第119号
　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の規
定により、開発行為に関する工事が完了したことを次のと
おり公告します。
　なお、当該開発区域を表示した図書は、奈良市都市整備
部開発指導課において一般の閲覧に供します。
　平成31年３月14日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　許可の年月日及び番号
　�　平成30年11月９日　奈良市指令整開　第18Ａ－34号
２　検査済証の交付年月日及び番号
　　開発行為　平成31年３月14日　第1675号
　　公共施設　平成31年３月14日　第818号
３　開発区域に含まれる地域
　　奈良市柳生町80番11、117番３の各一部及び119番１
４　開発許可を受けた者の住所及び氏名
　　奈良市柳生下町238番地
　　柳生郵便局　局長　武野　ゆかり
５　公共施設の種類、位置及び区域
　⑴　道路
　　　奈良市柳生町117番３の一部

（平成31年３月14日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第120号
　奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良
市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止区域
内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管し
たので、同条例第10条第１項の規定により告示します。
　平成31年３月14日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　移動理由
　　自転車等放置禁止区域に放置されていたため。
２　移動年月日
　　平成31年３月14日
３　移動対象区域
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号外第２号
令和２年１月27日 　
　   （月 曜 日）

　�　近鉄奈良駅周辺、近鉄学園前駅周辺及び近鉄富雄駅周
辺自転車等放置禁止区域
以下省略

（平成31年３月14日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第121号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条の規定によ
り医療機関を指定しましたので、同法第55条の３の規定に
より告示します。
　平成31年３月14日

奈良市長　仲　川　元　庸　

（平成31年３月14日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第122号
　奈良市観光案内所規則（平成21年奈良市規則第60号）第
６条第２項の規定により、次のとおり観光案内所の開館時
間を変更します。
　平成31年３月15日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　開館時間の変更
　平成31年４月１日から平成32年３月31日までの開館時間
を次のとおりとする。

施　設　名 開館時間

奈良市観光センター 午前９時から午後６時まで

奈良市近鉄奈良駅観光案内所 午前９時から午後９時まで

（平成31年３月15日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第123号
　平成30年度市県民税（普通徴収）４期の督促状を郵送し
たが、その送達を受けるべき者の住所等が不明のため送達
することができないので、地方税法（昭和25年法律第226号）
第20条の２及び奈良市税条例（昭和46年奈良市条例第12号）
第６条の規定により、次のとおり公示送達します。
　なお、この公示送達に係る関係書類は、財務部納税課で
保管し、送達を受けるべき者から交付の申し出があればい
つでも交付します。
　平成31年３月15日

　　　　� 　　 　
奈良市告示第124号
　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第１項
の規定により、同法による介護扶助を担当する機関を次の

とおり指定しましたので、同法第55条の３の規定により告
示します。
　平成31年３月19日	

奈良市長　仲　川　元　庸　

　（平成31年３月19日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第125号
　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項の規

定により施術者の指定をしましたので、同法第55条の３の
規定により次のとおり告示します。
　平成31年３月19日

奈良市長　仲　川　元　庸　

指定介護機関

施設又は実施する事業の種類 指定年月日
名称 所在地

開設者
名称 主たる事務所の所在地

自分薬局　阪奈西大寺 奈良県奈良市菅原東二丁目18
番19号 居宅　居宅療養管理指導 

介護予防　居宅療養管理指導 平成31年３月７日
株式会社NOL 奈良県生駒市緑ケ丘1452－５

医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日

ふるや糖尿病・甲状腺クリニック 奈良県奈良市菅原東二丁目18番19号 平成31年３月７日

自分薬局　阪奈西大寺 奈良県奈良市菅原東二丁目18番19号 平成31年３月７日

指定施術者の氏名
施術の種類 指定年月日

施術所の名称 施術所の所在地

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　この督促状の発送年月日及び納期限
　�　調定年度及び税目　　　　　　　　　　期別　　　　発送年月日　　　　　　納期限
　�平成30年度市県民税（普通徴収）　　　 　４期　　平成31年２月20日　　平成31年３月４日
２　送達を受けるべき者
　省略
　　　　　　　　　　　　　（平成31年３月15日掲示済）　
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　　令和２年１月27日　　
　　　   （月 曜 日）

（平成31年３月19日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第126号
　奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良
市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止区域
内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管し
たので、同条例第10条第１項の規定により告示します。
　平成31年３月19日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　移動理由
　　自転車等放置禁止区域に放置されていたため。
２　移動年月日
　　平成31年３月19日
３　移動対象区域
　�　近鉄新大宮駅周辺、JR奈良駅周辺、近鉄西大寺駅周
辺及び近鉄西ノ京周辺自転車等放置禁止区域　　
以下省略

（平成31年３月19日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第127号
　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の規
定により、開発行為に関する工事が完了したことを次のと
おり公告します。
　なお、当該開発区域を表示した図書は、奈良市都市整備
部開発指導課において一般の閲覧に供します。
　平成31年３月19日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　許可の年月日及び番号
　�　平成30年７月13日　奈良市指令整開　第18Ａ－17号
　�　平成30年10月15日　奈良市指令整開
　　　　　　　　　　　　　　　　　　第18Ａ－17－１号
　�　平成30年12月26日　奈良市指令整開
　　　　　　　　　　　　　　　　　　第18Ａ－17－２号
２　検査済証の交付年月日及び番号
　　開発行為　平成31年３月19日　第1676号
　　公共施設　平成31年３月19日　第819号
３　開発区域に含まれる地域
　�　奈良市四条大路三丁目979番１、979番３の各一部及び
981番９
４　開発許可を受けた者の住所及び氏名
　　奈良市大宮町五丁目３番14不動ビル１階
　�　株式会社　日本ハウスホールディングス　奈良支店　
　支店長　中井　康晴
５　公共施設の種類、位置及び区域
　⑴　道路
　　�　奈良市四条大路三丁目979番１、979番３及び981番
９の各一部

　⑵　下水道
　　　奈良市四条大路三丁目979番１の一部

（平成31年３月19日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第128号
　国税徴収法（昭和34年法律第147号）第54条の規定に基
づく差押調書（謄本）については、その送達を受けるべき
者の住所等が不明のため送達することができないので、地
方税法（昭和25年法律第226号）第20条の２第１項の規定
により、次のとおり公示送達します。
　なお、この公示送達に係る関係書類は、財務部滞納整理
課で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があれば
いつでも交付します。
　平成31年３月19日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　送達をすべき文書　　
　　差押調書（謄本）
２　送達を受けるべき者
　　�省略

（平成31年３月19日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第129号
　平成31年奈良市議会３月定例会において成立した次に掲
げる予算の要領を地方自治法（昭和22年法律第67号）第
219条第２項の規定により別紙のとおり公表します。
　平成31年３月22日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　平成31年度奈良市一般会計予算
２　平成31年度奈良市住宅新築資金等貸付金特別会計予算
３　平成31年度奈良市国民健康保険特別会計予算
４　平成31年度奈良市土地区画整理事業特別会計予算
５　平成31年度奈良市市街地再開発事業特別会計予算
６　平成31年度奈良市公共用地取得事業特別会計予算
７　平成31年度奈良市介護保険特別会計予算
８�　平成31年度奈良市母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会
計予算
９　平成31年度奈良市後期高齢者医療特別会計予算
10　平成31年度奈良市病院事業会計予算
11　平成31年度奈良市水道事業会計予算
12　平成31年度奈良市下水道事業会計予算

山口　誠
あんま 平成31年３月４日

訪問マッサージ祥あん 奈良県奈良市東登美ヶ丘一丁
目５番16－１号
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　   （月 曜 日）

  

平
成

３
１

年
度

奈
良

市
一

般
会

計
予

算
 

 

 
平

成
３

１
年

度
奈

良
市

の
一

般
会

計
の

予
算

は
、

次
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。

 

（
歳

入
歳

出
予

算
）

 

第
１

条
 

歳
入

歳
出

予
算

の
総

額
は

、
歳

入
歳

出
そ

れ
ぞ

れ
１

３
３

，
７

９
０

，
０

０
０

千
円

と
定

め
る

。
 

２
 

歳
入

歳
出

予
算

の
款
・
項

の
区

分
及

び
当

該
区

分
ご

と
の

金
額

は
、「

第
１

表
 

歳
入

歳
出

予
算

」
に

よ
る

。
 

（
債

務
負

担
行

為
）

 

第
２

条
 

地
方

自
治

法
第

２
１

４
条

の
規

定
に

よ
り

債
務

を
負

担
す

る
行

為
を

す
る

こ
と

が
で

き
る

事
項

、

期
間

及
び

限
度

額
は

、
「

第
２

表
 

債
務

負
担

行
為

」
に

よ
る

。
 

（
地

方
債

）
 

第
３

条
 

地
方

自
治

法
第

２
３

０
条

第
１

項
の

規
定

に
よ

り
起

こ
す

こ
と

が
で

き
る

地
方

債
の

起
債

の
目

的
、

限
度

額
、

起
債

の
方

法
、

利
率

及
び

償
還

の
方

法
は

、
「

第
３

表
 

地
方

債
」

に
よ

る
。

 

（
一

時
借

入
金

）
 

第
４

条
 

地
方

自
治

法
第

２
３

５
条

の
３

第
２

項
の

規
定

に
よ

る
一

時
借

入
金

の
借

入
れ

の
最

高
額

は
、

２
６

，
０

０
０

，
０

０
０

千
円

と
定

め
る

。
 

（
歳

出
予

算
の

流
用

）
 

第
５

条
 

地
方

自
治

法
第

２
２

０
条

第
２

項
た

だ
し

書
の

規
定

に
よ

り
歳

出
予

算
の

各
項

の
経

費
の

金
額

を
流

用
す

る
こ

と
が

で
き

る
場

合
は

、
次

の
と

お
り

と
定

め
る

。
 

 
(
1
)
 

各
項

に
計

上
し

た
給

料
、
職

員
手

当
及

び
共

済
費

に
係

る
予

算
額

に
過

不
足

を
生

じ
た

場
合

に
お

け
る

同
一

款
内

で
こ

れ
ら

の
経

費
の

各
項

の
間

の
流

用
。

 

 
 

 

 

 
 

 

第
１
表

　
歳

入
歳

出
予

算

　
歳
　
入

千
円

1
． ．

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
交

付
金

3
0
0
,0
0
0

1
．

地
方

消
費

税
交

付
金

6
,5
0
0
,0
0
0

1
．

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
交

付
金

3
0
0
,0
0
0

6
．

事
業

所
税

9
4
8
,7
6
4

5
．

入
湯

税
2
8
,7
1
8

4
．

市
た

ば
こ

税
1
,7
2
5
,2
1
2

1
．

市
民

税

6
2
8
,4
8
4

3
．

軽
自

動
車

税

2
．

固
定

資
産

税

款

7
．

1

項

都
市

計
画

税

森
林

環
境

譲
与

税

利
子

割
交

付
金

2
0
,0
9
9
,2
6
7

市
税

8
4
7
,0
0
0

2
7
,0
0
0

2

地
方

譲
与

税

．
自

動
車

重
量

譲
与

税

3
．

5
9
0
,0
0
0

1
8
0
,0
0
0

配
当

割
交

付
金

8
5
0
,0
0
0

9
0
0
,0
0
0

．
株

式
等

譲
渡

所
得

割
交

付
金

9
0
0
,0
0
0

地
方

消
費

税
交

付
金

6
,5
0
0
,0
0
0

．

8
5
0
,0
0
0

1
．

1

2
．

6
．

7

．
利

子
割

交
付

金

4
．

配
当

割
交

付
金

5
．

株
式

等
譲

渡
所

得
割

交
付

金

3

2
6
,5
1
3
,7
9
0

1

金
額

1
8
0
,0
0
0

3
,3
7
3
,8
0
2

5
3
,3
1
8
,0
3
7

．
地

方
揮

発
油

譲
与

税
2
3
0
,0
0
0
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千
円

8
．

1
1
．

9
．

環
境

性
能

割
交

付
金

5
0
,0
0
0

2

地
方

特
例

交
付

金

子
ど

も
・
子

育
て

支
援

臨
時

交
付

金
2
5
0
,0
0
0

5
,6
4
8
,9
0
8

2
．

国
庫

補
助

金
1
,9
1
2
,8
6
0

3
1
3
4
,8
8
5

国
庫

委
託

金

7
0
6
,3
2
0

1
．

国
庫

負
担

金
1
8
,9
6
9
,7
1
8

1
,6
9
8
,7
0
7

1
,0
8
1
,8
3
7

1
5
．

使
用

料
及

び
手

数
料

2
,4
0
5
,0
2
7

9
,9
1
6

1

1
6
．

国
庫

支
出

金
2
6
,6
6
6
,3
7
1

2
．

負
担

金

1
．

使
用

料

5
0
,0
0
0

1
4
．

分
担

金
及

び
負

担
金

1
,0
9
1
,7
5
3

1
．

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金

1
3
,4
0
0
,0
0
0

1
3
,4
0
0
,0
0
0

1
3
．

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
5
0
,0
0
0

1
．

地
方

交
付

税

1
2

地
方

交
付

税

2
．

手
数

料

4

．
分

担
金

．
国

庫
交

付
金

．

1
．

1
．

地
方

特
例

交
付

金

5
2
0
,0
0
0

5
0
,0
0
0

1
．

環
境

性
能

割
交

付
金

自
動

車
取

得
税

交
付

金

．

．

款
項

金
額

自
動

車
取

得
税

交
付

金
1
4
0
,0
0
0

2
7
0
,0
0
0

1
4
0
,0
0
0

国
有

提
供

施
設

等
所

在
市

町
村

助
成

交
付

金
3
,0
0
3

1
0
．

国
有

提
供

施
設

等
所

在
市

町
村

助
成

交
付

金
3
,0
0
3

1
．

千
円

1
9
．

2
．

1

．

9
5
7
,6
8
3

市
債

雑
入

2
,1
7
9
,9
1
6

．．

4 4
．

8
,1
2
0

5
6
8
,0
2
4

特
別

会
計

繰
入

金
．

寄
附

金

1
．

3
．

貸
付

金
元

利
収

入

延
滞

金
・
加

算
金

及
び

過
料

2
3
0
,0
0
0

財
産

売
払

収
入

1
7
9
,7
7
3

1

2
1
．

2
0

2
．

基
金

繰
入

金

2
．

繰
入

金
5
7
6
,1
4
4

諸
収

入
3
,3
6
8
,1
0
3

預
金

利
子

5
0
4

1
．

財
産

運
用

収
入

1
3
1
,2
1
4

3
1
0
,9
8
7

寄
附

金

1
,6
6
7
,2
6
8

1
．

県
負

担
金

5
,5
5
9
,2
7
0

1
,2
8
4
,1
1
3

3
．

県
委

託
金

2
9
7
,2
2
4

項

．
県

交
付

金

1
8
．

財
産

収
入

2
．

県
補

助
金

1
7
．

県
支

出
金

8
,8
0
7
,8
7
5

1
3
,2
0
3
,2
0
0

歳
　
　
　
入
　
　
　
合

　
　
　
計

1
3
3
,7
9
0
,0
0
0

1
3
,2
0
3
,2
0
0

．
2
2

市
債

1

款

3
0
2
,5
0
0

3
0
2
,5
0
0

金
額
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歳
　
出

千
円

1
．

5
,6
3
2
,1
9
7

1
,8
7
2
,9
3
7

3
,6
9
9
,8
7
6

保
健

所
費

1
3
,1
0
9
,8
3
7

5
6
5
,2
2
1

4
．

戸
籍

住
民

基
本

台
帳

費
5
8
0
,1
4
7

1
,2
7
0
,1
4
5

2

上
水

道
費

労
働

諸
費

．

3
0
5
,6
0
8

2
0
9
,3
5
3

生
活

保
護

費

6
0
,1
7
5
,3
1
3

3
7
,1
5
5

民
生

費

2
．

総
務

費

3
．

1

企
画

費

9
,9
7
4
,1
6
9

1
．

項

4
．

3
．

1
3
,8
6
2
,4
3
3

総
務

管
理

費
．

徴
税

費

款

議
会

費
6
8
9
,1
1
7

1
,6
1
7
,2
3
1

．

清
掃

費

．

5
．

選
挙

費

議
会

費

監
査

委
員

費

．

衛
生

費

． ．

7

． ．

5
．

．

2 3 116

2
6
,3
4
5
,3
6
5

．
1
2
3
,0
5
0

2
0
,5
1
0
,7
5
8

．

41

児
童

福
祉

費
2
．

国
民

年
金

事
務

費

保
健

衛
生

費

労
働

費
1
2
3
,0
5
0

統
計

調
査

費

社
会

福
祉

費

金
額

1
1
,7
7
0
,2
3
1

6
8
9
,1
1
7

7
7
,9
7
8

43

千
円

6
．

1
0
,3
8
6
,5
8
2

2
,4
5
4
,0
6
8

3
,7
7
5
,4
7
2

5
．

下
水

道
費

1
,6
2
3
,6
1
1

6
．．

保
健

体
育

費

1
,5
2
2
,4
1
9

7
6
1
,8
6
4

1
,3
7
2
,0
8
7

6
8
2
,6
7
1

6
7
1
,5
4
3

4
7
6
,7
0
5

1
,0
0
2
,1
6
5

1

金
額

3
,2
2
8
,1
0
1

5
0
8
,3
4
3

．．

観
光

費

．
消

防
費

7
．

2
,6
8
1
,6
2
9

社
会

教
育

費

高
等

学
校

費

教
育

総
務

費

．．

4 5
．

幼
稚

園
費

2

中
学

校
費

3
,7
7
5
,4
7
2

．
小

学
校

費

1
1
．

教
育

費

313
．

4

1
0
．

消
防

費

1
．

土
木

管
理

費
1
2
2
,3
2
7

2
．

1

．
住

宅
費

農
林

水
産

業
費

河
川

費

道
路

橋
梁

費

款

6

項

9

． ．
土

木
費

8
9
8
,5
0
6

商
工

費

農
林

費

8
8
9
8
,5
0
6

7
．

商
工

費

観
光

費

．
都

市
計

画
費

5
,8
6
9
,0
5
6

1
,7
6
5
,0
6
1

5
0
8
,3
4
3

1 1
．

1
2
,0
8
1
,6
6
4

1
,7
6
5
,0
6
1
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千
円

1
2
．

1
．

地
元

公
共

事
業

基
金

1
4
4
,2
1
8

1

．
1
4
,0
0
0

1

公
債

費

1
7
,5
0
2
,6
1
0

．
財

政
調

整
基

金
5
,0
0
0

1
7
,5
0
2
,6
1
0

1
5
5
,6
1
8

農
林

水
産

業
施

設
災

害
復

旧
費

減
債

基
金

6
,4
0
0

1
．

予
備

費

3

5
0
,0
0
0

2

．

土
木

施
設

災
害

復
旧

費
3
2
,0
0
0

．

1
5
．

予
備

費
5
0
,0
0
0

1
4
．

諸
支

出
金

歳
　
　
　
出
　
　
　
合

　
　
　
計

1
3
3
,7
9
0
,0
0
0

1
3
．

款
項

金
額

公
債

費

2
．

災
害

復
旧

費
4
6
,0
0
0

第
２
表
　
債
務
負
担
行
為

　
１
．
新
規
分

事
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
項

期
　
　
　
間

限
　
　
　
度
　
　
　
額

共
通
基
盤
・
総
合
税
シ
ス
テ
ム
導
入
経
費

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
６
年
度
ま
で

千
円

1,0
74
,47
4

次
期
総
合
計
画
策
定
支
援
業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

9,0
00

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
運
行
業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

13
,00
0

税
額
通
知
書
印
刷
等
経
費

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

15
,00
0

児
童
手
当
業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
３
年
度
ま
で

59
,07
6

登
美
ヶ
丘
地
域
ほ
か
２
地
域
に
お
け
る
地
域
子
育
て

支
援
拠
点
事
業
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
４
年
度
ま
で

60
,57
6

都
南
地
域
ほ
か
２
地
域
に
お
け
る
地
域
子
育
て
支
援

拠
点
事
業
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
４
年
度
ま
で

54
,57
6

こ
ど
も
園
給
食
調
理
業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

92
,00
0

こ
ど
も
園
給
食
食
材
調
達
経
費

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

2,0
00

保
育
園
給
食
食
材
調
達
経
費

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

2,0
00

私
立
保
育
所
施
設
整
備
費
補
助
事
業

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

2,6
59

私
立
認
定
こ
ど
も
園
施
設
整
備
費
補
助
事
業

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

93
,76
3�

市
営
墓
地
清
掃
業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

3,6
00

が
ん
検
診
受
診
券
印
刷
等
経
費

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

3,6
00

家
庭
系
ご
み
収
集
運
搬
業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
６
年
度
ま
で

28
7,0
00

最
終
処
分
地
浸
出
水
処
理
用
薬
品
購
入
経
費

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

30
,00
0

最
終
処
分
地
濃
縮
塩
運
搬
処
理
業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

75
,00
0

環
境
清
美
工
場
焼
却
炉
管
理
用
薬
品
購
入
経
費

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

77
,00
0

環
境
清
美
工
場
ご
み
投
入
ク
レ
ー
ン
運
転
管
理
業
務

委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

25
,50
0

－
52
－

－
53
－
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号外第２号
令和２年１月27日 　
　   （月 曜 日）

事
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
項

期
　
　
　
間

限
　
　
　
度
　
　
　
額

環
境
清
美
工
場
焼
却
灰
等
運
搬
業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

千
円

16
,00
0

環
境
清
美
工
場
重
機
賃
借
料

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

5,0
00

環
境
清
美
工
場
ば
い
煙
等
測
定
分
析
手
数
料

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

8,4
00

環
境
清
美
工
場
排
ガ
ス
等
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
測
定
分

析
手
数
料

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

5,4
00

衛
生
浄
化
セ
ン
タ
ー
浄
化
処
理
用
薬
品
購
入
経
費

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

19
,50
0

衛
生
浄
化
セ
ン
タ
ー
放
流
水
水
質
検
査
等
手
数
料

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

2,5
00

起
業
家
支
援
業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
３
年
度
ま
で

38
,00
0

景
観
計
画
・
屋
外
広
告
物
基
準
改
正
調
査
業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

6,0
00

空
き
家
総
合
窓
口
業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
４
年
度
ま
で

7,8
75

住
宅
管
理
シ
ス
テ
ム
導
入
経
費

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
６
年
度
ま
で

25
,96
2

感
染
症
廃
棄
物
収
集
運
搬
手
数
料

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

1,1
00

奈
良
市
・
生
駒
市
高
機
能
消
防
指
令
セ
ン
タ
ー
保
守

業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
７
年
度
ま
で

30
2,4
97

帯
解
小
学
校
及
び
柳
生
小
学
校
・
都
南
中
学
校
及
び

興
東
館
柳
生
中
学
校
ス
ク
ー
ル
バ
ス
運
行
業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

15
,50
0

埋
蔵
文
化
財
調
査
セ
ン
タ
ー
清
掃
業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

1,3
81

学
校
給
食
献
立
印
刷
経
費

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

1,9
00

学
校
給
食
調
理
員
等
検
便
手
数
料

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

1,2
00

東
部
地
域
学
校
給
食
食
材
配
送
業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

4,7
00

京
終
駅
観
光
案
内
所
運
営
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
４
０
年
度
ま
で

契
約
に
基
づ
き
決
定
し
た
指
定
期

間
中
に
お
け
る
管
理
に
要
す
る
額

指
定
管
理
者
に
よ
る
奈
良
市
立
柳
生
診
療
所
ほ
か
４

施
設
の
管
理
に
要
す
る
経
費

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
５
年
度
ま
で

協
定
に
基
づ
き
決
定
し
た
指
定
期

間
中
に
お
け
る
管
理
に
要
す
る
額

指
定
管
理
者
に
よ
る
奈
良
市
大
安
寺
西
地
域
ふ
れ
あ

い
会
館
の
管
理
に
要
す
る
経
費

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
５
年
度
ま
で

協
定
に
基
づ
き
決
定
し
た
指
定
期

間
中
に
お
け
る
管
理
に
要
す
る
額

指
定
管
理
者
に
よ
る
奈
良
市
東
里
地
域
ふ
れ
あ
い
会

館
の
管
理
に
要
す
る
経
費

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
５
年
度
ま
で

協
定
に
基
づ
き
決
定
し
た
指
定
期

間
中
に
お
け
る
管
理
に
要
す
る
額

－
54
－

－
55
－

第
３
表
　
地
方
債

起
　
債
　
の
　
目
　
的

限
　
度
　
額

起
債
の
方
法

利
　
　
率

償
　
還
　
の
　
方
　
法

庁
舎
等
施
設
整
備
事
業

千
円

25
,80
0
普
通
貸
借

又
は

債
券
発
行

5.0
％
以
内
（
利

率
見
直
し
方
式
に

よ
り
当
該
利
率
の

見
直
し
を
行
っ

た
後
に
お
い
て

は
、
見
直
し
後
の

利
率
と
す
る
。）

政
府
資
金
に
つ
い
て
は
そ

の
融
資
条
件
に
よ
り
、
銀

行
そ
の
他
の
場
合
に
は
、

そ
の
債
権
者
と
の
協
定
に

よ
る
。
た
だ
し
、
市
財
政

の
都
合
に
よ
り
据
置
期
間

を
短
縮
し
、
も
し
く
は
繰

上
償
還
又
は
低
利
に
借
換

え
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

文
化
振
興
施
設
整
備
事
業

10
5,7
00
�

〃
〃

〃

ス
ポ
ー
ツ
施
設
整
備
事
業

�4
0,0
00
�

〃
〃

〃

福
祉
施
設
整
備
事
業

�5
63
,00
0�

〃
〃

〃

保
健
衛
生
施
設
整
備
事
業

�1
,82
0,9
00
�

〃
〃

〃

清
掃
施
設
整
備
事
業

�3
39
,20
0�

〃
〃

〃

土
地
基
盤
整
備
事
業

�1
9,2
00
�

〃
〃

〃

治
山

事
業

�8
,10
0�

〃
〃

〃

商
工
施
設
整
備
事
業

�1
4,0
00
�

〃
〃

〃

観
光
施
設
整
備
事
業

�3
,40
0�

〃
〃

〃

道
路

事
業

�1
,69
9,7
00
�

〃
〃

〃

河
川

事
業

�5
87
,00
0�

〃
〃

〃

都
市

計
画

事
業

�2
,08
8,7
00
�

〃
〃

〃

公
営
住
宅
建
設
事
業

�7
8,4
00
�

〃
〃

〃

消
防
施
設
整
備
事
業

�6
1,0
00
�

〃
〃

〃

義
務
教
育
施
設
整
備
事
業

�4
47
,30
0�

〃
〃

〃

高
等
学
校
施
設
整
備
事
業

�7
,40
0�

〃
〃

〃

幼
稚
園
施
設
整
備
事
業

�2
,00
0�

〃
〃

〃

社
会
教
育
施
設
整
備
事
業

�5
6,1
00
�

〃
〃

〃

災
害

復
旧

事
業

�3
6,3
00
�

〃
〃

〃

臨
時

財
政

対
策

�5
,20
0,0
00
�

〃
〃

〃

計
13
,20
3,2
00

－
54
－

－
55
－
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　　令和２年１月27日　　
　　　   （月 曜 日）

奈
良
市
議
案
第
２
０
号

平
成
３
１
年
度
奈
良
市
住
宅
新
築
資
金
等

貸
付
金
特
別
会
計
予
算
　
　
　
　
　
　
　

　
平
成
３
１
年
度
奈
良
市
の
住
宅
新
築
資
金
等
貸
付
金
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
８
，
９
０
０
千
円
と
定
め
る
。

２
�　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
・
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
」

に
よ
る
。

　
　
平
成
３
１
年
２
月
２
８
日
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
奈
良
市
長
　
　
仲
　
川
　
元
　
庸

－
56
－

－
57
－

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算

　
歳
　
入

　
歳
　
出

款
項

金
　
　
　
　
　
額

１
．
諸

収
入

千
円

8,9
00

１
．
雑

入
8,9
00

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

8,9
00

款
項

金
　
　
　
　
　
額

１
．
住
宅
新
築
資
金
等

貸
付

事
業

費
千
円

6,7
75

１
．
総

務
管

理
費

6,7
75

２
．
公

債
費

2,1
25

１
．
公

債
費

2,1
25

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

8,9
00

－
56
－

－
57
－
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号外第２号
令和２年１月27日 　
　   （月 曜 日）

奈
良
市
議
案
第
２
１
号

平
成
３
１
年
度
奈
良
市
国
民
健
康
保
険

特
別
会
計
予
算
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
平
成
３
１
年
度
奈
良
市
の
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
３
６
，
０
０
０
，
０
０
０
千
円
と
定
め
る
。

２
�　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
・
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
」

に
よ
る
。

　
（
債
務
負
担
行
為
）

第
�２
条
　
地
方
自
治
法
第
２
１
４
条
の
規
定
に
よ
り
債
務
を
負
担
す
る
行
為
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
事
項
、

期
間
及
び
限
度
額
は
、
「
第
２
表
　
債
務
負
担
行
為
」
に
よ
る
。

　
　
平
成
３
１
年
２
月
２
８
日
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
奈
良
市
長
　
　
仲
　
川
　
元
　
庸

－
58
－

－
59
－

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算

　
歳
　
入

款
項

金
　
　
　
　
　
額

１
．
国
民
健
康
保
険
料

千
円

7,1
15
,66
8

１
．
国
民
健
康
保
険
料

7,1
15
,66
8

２
．
使
用
料
及
び
手
数
料

12
0

１
．
手

数
料

12
0

３
．
国

庫
支

出
金

30
,00
0

１
．
国

庫
補

助
金

30
,00
0

４
．
県

支
出

金
26
,25
6,0
27

１
．
県

補
助

金
26
,25
6,0
27

５
．
財

産
収

入
3,3
02

１
．
財

産
運

用
収

入
3,3
02

６
．
繰

入
金

2,5
22
,61
1

１
．
一
般
会
計
繰
入
金

2,5
22
,61
1

７
．
諸

収
入

72
,27
2

１
．
延
滞
金
及
び
過
料

10
1

２
．
雑

入
67
,37
1

３
．
療
養
費
等
指
定
公
費
返
還
金

4,8
00

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

36
,00
0,0
00

－
58
－

－
59
－



奈 良 市 公 報 号外第２号

― 17 ―

　　令和２年１月27日　　
　　　   （月 曜 日）

　
歳
　
出

款
項

金
　
　
　
　
　
額

１
．
総

務
費

千
円

42
7,6
89

１
．
総

務
管

理
費

33
2,7
73

２
．
賦

課
徴

収
費

94
,21
0

３
．
運

営
協

議
会

費
70
6

２
．
保

険
給

付
費

26
,06
3,3
14

１
．
給

付
諸

費
26
,06
3,3
14

３
．
事

業
費

納
付

金
9,1
15
,00
0

１
．
医

療
給

付
費

事
業

費
納

付
金

6,1
22
,00
0

２
．
後
期
高
齢
者
支
援
金

事
業

費
納

付
金

2,2
06
,00
0

３
．
介

護
納

付
金

事
業

費
納

付
金

78
7,0
00

４
．
共
同
事
業
拠
出
金

30

１
．
共
同
事
業
拠
出
金

30

５
．
保

健
事

業
費

35
4,5
79

１
．
特
定
健
康
診
査
等
事
業
費

29
0,6
01

２
．
保

健
事

業
費

63
,97
8

６
．
基

金
積

立
金

3,3
02

１
．
基

金
積

立
金

3,3
02

７
．
諸

支
出

金
36
,08
6

１
．
還
付
及
び
還
付
加
算
金

31
,28
6

２
．
療
養
費
等
指
定
公
費
立
替
金

4,8
00

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

36
,00
0,0
00

－
60
－

－
61
－

第
２
表
　
債
務
負
担
行
為

　
１
．
新
規
分

事
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
項

期
　
　
　
間

限
　
　
度
　
　
額

国
民
健
康
保
険
証
印
刷
等
経
費

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

千
円

4,4
00

国
民
健
康
保
険
料
通
知
書
印
刷
等
経
費

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

6,2
00

国
民
健
康
保
険
料
債
権
回
収
等
業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

9,0
00

特
定
健
康
診
査
受
診
券
印
刷
等
経
費

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

2,0
00

－
60
－

－
61
－



奈 良 市 公 報

― 18 ―

号外第２号
令和２年１月27日 　
　   （月 曜 日）

奈
良
市
議
案
第
２
２
号

平
成
３
１
年
度
奈
良
市
土
地
区
画

整
理
事
業
特
別
会
計
予
算
　
　
　

　
平
成
３
１
年
度
奈
良
市
の
土
地
区
画
整
理
事
業
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
４
，
３
７
４
，
０
０
０
千
円
と
定
め
る
。

２
�　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
・
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
」

に
よ
る
。

　
（
債
務
負
担
行
為
）

第
�２
条
　
地
方
自
治
法
第
２
１
４
条
の
規
定
に
よ
り
債
務
を
負
担
す
る
行
為
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
事
項
、

期
間
及
び
限
度
額
は
、
「
第
２
表
　
債
務
負
担
行
為
」
に
よ
る
。

　
（
地
方
債
）

第
�３
条
　
地
方
自
治
法
第
２
３
０
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
起
こ
す
こ
と
が
で
き
る
地
方
債
の
起
債
の
目

的
、
限
度
額
、
起
債
の
方
法
、
利
率
及
び
償
還
の
方
法
は
、
「
第
３
表
　
地
方
債
」
に
よ
る
。

　
　
平
成
３
１
年
２
月
２
８
日
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
奈
良
市
長
　
　
仲
　
川
　
元
　
庸

－
62
－

－
63
－

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算

　
歳
　
入

　
歳
　
出

款
項

金
　
　
　
　
　
額

１
．
国

庫
支

出
金

千
円

1,7
56
,85
5

１
．
国

庫
交

付
金

1,7
56
,85
5

２
．
保
留
地
処
分
金
収
入

32
0,0
00

１
．
保
留
地
処
分
金
収
入

32
0,0
00

３
．
繰

入
金

38
1,2
77

１
．
一
般
会
計
繰
入
金

38
1,2
77

４
．
諸

収
入

86
8

１
．
雑

入
86
8

５
．
市

債
1,9
15
,00
0

１
．
市

債
1,9
15
,00
0

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

4,3
74
,00
0

款
項

金
　
　
　
　
　
額

１
．
西
大
寺
駅
南
地
区

土
地
区
画
整
理
事
業
費

千
円

2,9
64
,00
0

１
．
西
大
寺
駅
南
地
区

土
地
区
画
整
理
事
業
費

2,9
64
,00
0

２
．
Ｊ
Ｒ
奈
良
駅
南
地
区

土
地
区
画
整
理
事
業
費

87
1,6
00

１
．
Ｊ
Ｒ
奈
良
駅
南
地
区

土
地
区
画
整
理
事
業
費

87
1,6
00

３
．
公

債
費

53
8,4
00

１
．
公

債
費

53
8,4
00

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

4,3
74
,00
0

－
62
－

－
63
－



奈 良 市 公 報 号外第２号

― 19 ―

　　令和２年１月27日　　
　　　   （月 曜 日）

第
２
表
　
債
務
負
担
行
為

　
１
．
新
規
分

第
３
表
　
地
方
債

起
　
債
　
の
　
目
　
的

限
　
度
　
額

起
債
の
方
法

利
　
率

償
　
還
　
の
　
方
　
法

西
大
寺
駅
南
地
区

土
地
区
画
整
理
事
業

千
円

1,3
61
,40
0

普
通
貸
借

又
は

債
券
発
行

5.
0％
以
内
（
利

率
見
直
し
方
式

に
よ
り
当
該
利

率
の
見
直
し
を

行
っ
た
後
に
お

い
て
は
、
見
直

し
後
の
利
率
と

す
る
。）

政
府
資
金
に
つ
い
て
は
そ

の
融
資
条
件
に
よ
り
、
銀

行
そ
の
他
の
場
合
に
は
、

そ
の
債
権
者
と
の
協
定
に

よ
る
。
た
だ
し
、
市
財
政

の
都
合
に
よ
り
据
置
期
間

を
短
縮
し
、
も
し
く
は
繰

上
償
還
又
は
低
利
に
借
換

え
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

Ｊ
Ｒ
奈
良
駅
南
地
区

土
地
区
画
整
理
事
業

55
3,6
00

〃
〃

〃

計
1,9
15
,00
0

事
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
項

期
　
　
　
間

限
　
　
度
　
　
額

大
和
西
大
寺
駅
南
口
駅
前
広
場
整
備

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
２
年
度
ま
で

千
円

22
0,0
00

－
64
－

－
65
－

奈
良
市
議
案
第
２
３
号

平
成
３
１
年
度
奈
良
市
市
街
地
再
開
発

事
業
特
別
会
計
予
算
　
　
　
　
　
　
　

　
平
成
３
１
年
度
奈
良
市
の
市
街
地
再
開
発
事
業
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
１
６
１
，
８
０
０
千
円
と
定
め
る
。

２
�　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
・
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
」

に
よ
る
。

　
　
平
成
３
１
年
２
月
２
８
日
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
奈
良
市
長
　
　
仲
　
川
　
元
　
庸

－
64
－

－
65
－



奈 良 市 公 報

― 20 ―

号外第２号
令和２年１月27日 　
　   （月 曜 日）

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算

　
歳
　
入

　
歳
　
出

款
項

金
　
　
　
　
　
額

１
．
繰

入
金

千
円

16
1,8
00

１
．
一
般
会
計
繰
入
金

16
1,8
00

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

16
1,8
00

款
項

金
　
　
　
　
　
額

１
．
公

債
費

千
円

16
1,8
00

１
．
公

債
費

16
1,8
00

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

16
1,8
00

－
66
－

－
67
－

奈
良
市
議
案
第
２
４
号

平
成
３
１
年
度
奈
良
市
公
共
用
地

取
得
事
業
特
別
会
計
予
算
　
　
　

　
平
成
３
１
年
度
奈
良
市
の
公
共
用
地
取
得
事
業
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
３
３
，
５
０
０
千
円
と
定
め
る
。

２
�　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
・
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
」

に
よ
る
。

　
　
平
成
３
１
年
２
月
２
８
日
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
奈
良
市
長
　
　
仲
　
川
　
元
　
庸

－
66
－

－
67
－



奈 良 市 公 報 号外第２号

― 21 ―

　　令和２年１月27日　　
　　　   （月 曜 日）

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算

　
歳
　
入

　
歳
　
出

款
項

金
　
　
　
　
　
額

１
．
繰

入
金

千
円

33
,50
0

１
．
一
般
会
計
繰
入
金

33
,50
0

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

33
,50
0

款
項

金
　
　
　
　
　
額

１
．
公

債
費

千
円

33
,50
0

１
．
公

債
費

33
,50
0

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

33
,50
0

－
68
－

－
69
－

奈
良
市
議
案
第
２
５
号

平
成
３
１
年
度
奈
良
市
介
護
保
険

特
別
会
計
予
算
　
　
　
　
　
　
　

　
平
成
３
１
年
度
奈
良
市
の
介
護
保
険
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
３
１
，
７
９
０
，
０
０
０
千
円
と
定
め
る
。

２
�　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
・
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
」

に
よ
る
。

　
（
債
務
負
担
行
為
）

第
�２
条
　
地
方
自
治
法
第
２
１
４
条
の
規
定
に
よ
り
債
務
を
負
担
す
る
行
為
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
事
項
、

期
間
及
び
限
度
額
は
、
「
第
２
表
　
債
務
負
担
行
為
」
に
よ
る
。

　
　
平
成
３
１
年
２
月
２
８
日
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
奈
良
市
長
　
　
仲
　
川
　
元
　
庸

－
68
－

－
69
－



奈 良 市 公 報

― 22 ―

号外第２号
令和２年１月27日 　
　   （月 曜 日）

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算

　
歳
　
入

款
項

金
　
　
　
　
　
額

１
．
保

険
料

千
円

7,5
65
,54
3

１
．
介

護
保

険
料

7,5
65
,54
3

２
．
国

庫
支

出
金

6,8
56
,85
2

１
．
国

庫
負

担
金

5,3
00
,85
8

２
．
国

庫
補

助
金

1,5
55
,99
4

３
．
支
払
基
金
交
付
金

8,2
03
,35
9

１
．
支
払
基
金
交
付
金

8,2
03
,35
9

４
．
県

支
出

金
4,4
09
,73
7

１
．
県

負
担

金
4,1
57
,29
3

２
．
県

補
助

金
25
2,4
44

５
．
財

産
収

入
9,8
80

１
．
財

産
運

用
収

入
9,8
80

６
．
繰

入
金

4,7
37
,88
9

１
．
一
般
会
計
繰
入
金

4,7
37
,88
9

７
．
諸

収
入

6,7
40

１
．
雑

入
6,7
40

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

31
,79
0,0
00

－
70
－

－
71
－

　
歳
　
出

第
２
表
　
債
務
負
担
行
為

　
１
．
新
規
分

款
項

金
　
　
　
　
　
額

１
．
総

務
費

千
円

71
6,3
39

１
．
総

務
管

理
費

30
6,1
59

２
．
賦

課
徴

収
費

24
,43
0

３
．
介
護
認
定
審
査
会
費

38
5,7
50

２
．
保

険
給

付
費

29
,10
2,0
00

１
．
介
護
サ
ー
ビ
ス
等
諸
費

29
,10
2,0
00

３
．
地
域
支
援
事
業
費

1,7
60
,51
7

１
．
介
護
予
防
・
日
常
生
活

支
援
総
合
事
業
費

1,2
80
,81
3

２
．
包
括
的
支
援
事
業

・
任

意
事

業
費

47
9,7
04

４
．
基

金
積

立
金

19
9,1
44

１
．
基

金
積

立
金

19
9,1
44

５
．
諸

支
出

金
12
,00
0

１
．
償
還
金
及
び
還
付
加
算
金

12
,00
0

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

31
,79
0,0
00

事
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
項

期
　
　
　
間

限
　
　
度
　
　
額

若
草
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
ほ
か
１
０
事
業
所
に

よ
る
特
定
高
齢
者
把
握
業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
６
年
度
ま
で

千
円

27
3,4
70

若
草
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
ほ
か
１
０
事
業
所
に

よ
る
包
括
的
支
援
業
務
委
託

平
成
３
１
年
度
か
ら

平
成
３
６
年
度
ま
で

1,1
37
,93
0

－
70
－

－
71
－



奈 良 市 公 報 号外第２号

― 23 ―

　　令和２年１月27日　　
　　　   （月 曜 日）

奈
良
市
議
案
第
２
６
号

平
成
３
１
年
度
奈
良
市
母
子
父
子
寡
婦

福
祉
資
金
貸
付
金
特
別
会
計
予
算
　
　

　
平
成
３
１
年
度
奈
良
市
の
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
５
４
，
０
０
０
千
円
と
定
め
る
。

２
�　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
・
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
」

に
よ
る
。

　
　
平
成
３
１
年
２
月
２
８
日
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
奈
良
市
長
　
　
仲
　
川
　
元
　
庸

－
72
－

－
73
－

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算

　
歳
　
入

　
歳
　
出

款
項

金
　
　
　
　
　
額

１
．
繰

入
金

千
円

51
0

１
．
一
般
会
計
繰
入
金

51
0

２
．
繰

越
金

32
,01
4

１
．
繰

越
金

32
,01
4

３
．
諸

収
入

21
,47
6

１
．
貸
付
金
元
利
収
入

21
,37
6

２
．
雑

入
10
0

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

54
,00
0

款
項

金
　
　
　
　
　
額

１
．
母

子
父

子
寡

婦
福
祉
資
金
貸
付
事
業
費

千
円

45
,88
0

１
．
総

務
管

理
費

13
,85
8

２
．
貸

付
金

32
,02
2

２
．
諸

支
出

金
8,1
20

１
．
繰

出
金

8,1
20

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

54
,00
0

－
72
－

－
73
－



奈 良 市 公 報

― 24 ―

号外第２号
令和２年１月27日 　
　   （月 曜 日）

奈
良
市
議
案
第
２
７
号

平
成
３
１
年
度
奈
良
市
後
期
高
齢
者
医
療

特
別
会
計
予
算
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
平
成
３
１
年
度
奈
良
市
の
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
の
予
算
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
は
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
６
，
４
３
７
，
０
０
０
千
円
と
定
め
る
。

２
�　
歳
入
歳
出
予
算
の
款
・
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
は
、
「
第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
」

に
よ
る
。

　
（
債
務
負
担
行
為
）

第
�２
条
　
地
方
自
治
法
第
２
１
４
条
の
規
定
に
よ
り
債
務
を
負
担
す
る
行
為
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
事
項
、

期
間
及
び
限
度
額
は
、
「
第
２
表
　
債
務
負
担
行
為
」
に
よ
る
。

　
　
平
成
３
１
年
２
月
２
８
日
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
奈
良
市
長
　
　
仲
　
川
　
元
　
庸

－
74
－

－
75
－

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算

　
歳
　
入

　
歳
　
出

款
項

金
　
　
　
　
　
額

１
．
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

千
円

5,2
06
,05
6

１
．
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

5,2
06
,05
6

２
．
繰

入
金

1,0
14
,48
4

１
．
一
般
会
計
繰
入
金

1,0
14
,48
4

３
．
繰

越
金

25
,00
0

１
．
繰

越
金

25
,00
0

４
．
諸

収
入

19
1,4
60

１
．
延
滞
金
・
加
算
金
及
び
過
料

30
0

２
．
償
還
金
及
び
還
付
加
算
金

9,3
24

３
．
雑

入
18
1,8
36

歳
　
　
　
入
　
　
　
合
　
　
　
計

6,4
37
,00
0

款
項

金
　
　
　
　
　
額

１
．
総

務
費

千
円

63
,26
0

１
．
総

務
管

理
費

46
,98
6

２
．
徴

収
費

16
,27
4

２
．
後
期
高
齢
者
医
療

広
域
連
合
納
付
金

6,1
90
,90
4

１
．
後
期
高
齢
者
医
療

広
域
連
合
納
付
金

6,1
90
,90
4

３
．
保

健
事

業
費

18
2,8
36

１
．
健
康
保
持
増
進
事
業
費

18
2,8
36

歳
　
　
　
出
　
　
　
合
　
　
　
計

6,4
37
,00
0

－
74
－

－
75
－



奈 良 市 公 報 号外第２号

― 25 ―

　　令和２年１月27日　　
　　　   （月 曜 日）

（平成31年３月22日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第130号
　平成31年奈良市議会３月定例会において成立した次に掲
げる予算の要領を地方自治法（昭和22年法律第67号）第
219条第２項の規定により別紙のとおり公表します。
　平成31年３月22日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　平成30年度奈良市一般会計補正予算（第５号）
２�　平成30年度奈良市国民健康保険特別会計補正予算（第
３号）
３�　平成30年度奈良市土地区画整理事業特別会計補正予算
（第２号）
４　平成30年度奈良市駐車場事業特別会計補正予算（第２号）
５　平成30年度奈良市介護保険特別会計補正予算（第３号）
６�　平成30年度奈良市針テラス事業特別会計補正予算（第
２号）
７　平成30年度奈良市後期高齢者医療特別補正予算（第１号）
８　平成30年度奈良市水道事業会計補正予算（第３号）
９�　平成30年度奈良市下水道事業会計補正予算（第２号）

第
２
表
　
債
務
負
担
行
為

　
１
．
新
規
分

事
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
項

期
　
　
　
間

限
　
　
度
　
　
額

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
通
知
書
印
刷
等
経
費

平
成
３
1
年
度
か
ら

平
成
３
2
年
度
ま
で

千
円

4,0
00

後
期
高
齢
者
健
康
診
査
受
診
券
印
刷
等
経
費

平
成
３
1
年
度
か
ら

平
成
３
2
年
度
ま
で

1,7
00

－
76
－

－
77
－



奈 良 市 公 報

― 26 ―

号外第２号
令和２年１月27日 　
　   （月 曜 日）

奈
良
市
議
案
第
３
号

平
成
３
０
年
度
奈
良
市
一
般
会
計

補
正
予
算
（
第
５
号
）
　
　
　
　

　
平
成
３
０
年
度
奈
良
市
の
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
５
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
）

第
�１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
か
ら
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
９
８
５
，
７
３
９
千
円
を
減
額
し
、
歳
入

歳
出
予
算
の
総
額
を
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
１
３
５
，
０
３
１
，
９
９
１
千
円
と
す
る
。

２
�　
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
の
款
・
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
並
び
に
補
正
後
の
歳
入
歳
出

予
算
の
金
額
は
、
「
第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
補
正
」
に
よ
る
。

　
（
継
続
費
の
補
正
）

第
２
条
　
継
続
費
の
変
更
は
、
「
第
２
表
　
継
続
費
補
正
」
に
よ
る
。

　
（
繰
越
明
許
費
）

第
�３
条
　
地
方
自
治
法
第
２
１
３
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
繰
り
越
し
て
使
用
す
る
こ
と
の
で
き
る
経
費

は
、
「
第
３
表
　
繰
越
明
許
費
」
に
よ
る
。

　
（
債
務
負
担
行
為
の
補
正
）

第
４
条
　
債
務
負
担
行
為
の
廃
止
は
、
「
第
４
表
　
債
務
負
担
行
為
補
正
」
に
よ
る
。

　
（
地
方
債
の
補
正
）

第
５
条
　
地
方
債
の
追
加
及
び
変
更
は
、
「
第
５
表
　
地
方
債
補
正
」
に
よ
る
。

　
　
平
成
３
１
年
２
月
２
８
日
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
奈
良
市
長
　
　
仲
　
川
　
元
　
庸

＝
26
＝

＝
27
＝

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
補
正

　
歳
　
入

　
歳
　
出

款
項

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計

11
．
地
方
交
付
税

千
円

14
,10
0,0
00

千
円

△
�4
28
,93
8

千
円

13
,67
1,0
62

1 
．
地
方
交
付
税

14
,10
0,0
00

△
�4
28
,93
8

13
,67
1,0
62

15
．
国
庫
支
出
金

24
,15
7,0
88

△
�5
31
,35
1

23
,62
5,7
37

1 
．
国
庫
負
担
金

20
,25
1,1
23

15
,50
0

20
,26
6,6
23

4 
．
国
庫
交
付
金

2,4
46
,87
4

△
�5
46
,85
1

1,9
00
,02
3

16
．
県

支
出

金
8,4
45
,85
6

30
,25
0

8,4
76
,10
6

1 
．
県

負
担

金
6,1
56
,43
0

30
,25
0

6,1
86
,68
0

19
．
繰

入
金

61
5,1
76

50
0,0
00

1,1
15
,17
6

2 
．
基
金
繰
入
金

61
1,2
96

50
0,0
00

1,1
11
,29
6

22
．
市

債
17
,08
2,3
00

△
�5
55
,70
0

16
,52
6,6
00

1 
．
市

債
17
,08
2,3
00

△
�5
55
,70
0

16
,52
6,6
00

歳
入

合
計

13
6,0
17
,73
0

△
�9
85
,73
9

13
5,0
31
,99
1

款
項

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計

1 
．
議

会
費

千
円

71
6,7
09

千
円

2,3
79

千
円

71
9,0
88

1 
．
議

会
費

71
6,7
09

2,3
79

71
9,0
88

＝
26
＝

＝
27
＝



奈 良 市 公 報 号外第２号

― 27 ―

　　令和２年１月27日　　
　　　   （月 曜 日）

款
項

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計

2 
．
総

務
費

千
円

14
,47
8,4
27

千
円

18
,56
8

千
円

14
,49
6,9
95

1 
．
総
務
管
理
費

10
,84
7,6
10

15
,37
1

10
,86
2,9
81

3 
．
徴

税
費

1,2
45
,37
1

53
1

1,2
45
,90
2

4 
．
戸

籍
住

民
基
本
台
帳
費

59
8,2
48

94
1

59
9,1
89

5 
．
選

挙
費

11
1,7
56

1,3
58

11
3,1
14

6 
．
統
計
調
査
費

29
,72
0

72
29
,79
2

7 
．
監
査
委
員
費

79
,52
1

29
5

79
,81
6

3 
．
民

生
費

59
,06
9,7
44

82
,77
7

59
,15
2,5
21

1 
．
社
会
福
祉
費

25
,78
9,3
06

69
,02
7

25
,85
8,3
33

2 
．
児
童
福
祉
費

19
,72
7,2
34

11
,47
3

19
,73
8,7
07

3 
．
生
活
保
護
費

13
,32
4,0
67

2,1
84

13
,32
6,2
51

4 
．
国
民
年
金
事
務
費

22
9,1
37

93
22
9,2
30

4．
衛

生
費

11
,32
9,7
71

△
�4
12
,49
4

10
,91
7,2
77

1 
．
保
健
衛
生
費

2,9
84
,00
1

△
�4
44
,60
2

2,5
39
,39
9

2 
．
保

健
所

費
1,8
45
,44
0

24
,10
4

1,8
69
,54
4

3 
．
清

掃
費

5,8
78
,55
9

8,0
04

5,8
86
,56
3

5．
労

働
費

12
5,6
45

69
12
5,7
14

1 
．
労

働
諸

費
12
5,6
45

69
12
5,7
14

6．
農
林
水
産
業
費

1,0
63
,28
8

64
3

1,0
63
,93
1

1 
．
農

林
費

1,0
63
,28
8

64
3

1,0
63
,93
1

7．
商

工
費

1,3
84
,36
1

43
6

1,3
84
,79
7

1 
．
商

工
費

1,3
84
,36
1

43
6

1,3
84
,79
7

8．
観

光
費

94
7,4
39

13
0,5
23

1,0
77
,96
2

1 
．
観

光
費

94
7,4
39

13
0,5
23

1,0
77
,96
2

＝
28
＝

＝
29
＝

第
２
表
　
継
続
費
補
正

　
１
．
変
更
分

款
項

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計

9．
土

木
費

千
円

9,8
69
,74
5

千
円

△
�8
35
,61
1

千
円

9,0
34
,13
4

1 
．
土
木
管
理
費

12
3,5
46

60
6

12
4,1
52

2 
．
道
路
橋
梁
費

2,9
60
,61
7

1,6
20

2,9
62
,23
7

3 
．
河

川
費

34
1,6
05

29
3

34
1,8
98

4 
．
都
市
計
画
費

4,0
25
,53
2

△
�8
38
,87
5

3,1
86
,65
7

6 
．
住

宅
費

49
2,1
34

74
5

49
2,8
79

10
．
消

防
費

3,9
92
,91
9

14
,20
8

4,0
07
,12
7

1 
．
消

防
費

3,9
92
,91
9

14
,20
8

4,0
07
,12
7

11
．
教

育
費

14
,88
8,8
09

12
,76
3

14
,90
1,5
72

1 
．
教
育
総
務
費

2,6
28
,14
1

5,0
55

2,6
33
,19
6

2 
．
小

学
校

費
3,7
50
,18
9

91
4

3,7
51
,10
3

3 
．
中

学
校

費
1,9
25
,00
6

49
7

1,9
25
,50
3

4 
．
高
等
学
校
費

1,8
16
,98
8

3,8
68

1,8
20
,85
6

5 
．
幼

稚
園

費
77
4,6
96

1,5
83

77
6,2
79

7 
．
保
健
体
育
費

2,5
91
,47
4

84
6

2,5
92
,32
0

歳
出

合
計

13
6,0
17
,73
0

△
�9
85
,73
9

13
5,0
31
,99
1

款
項

事
業
名

補
　
　
正
　
　
前

補
　
　
正
　
　
後

総
　
　
額

年
度

年
　
割
　
額

総
　
　
額

年
度

年
　
割
　
額

総
務
費

徴
税
費

固
定
資
産

路
線

価
付
設
業
務

千
円

13
0,0
00

平
成 30 年
度

千
円

25
,00
0

千
円

11
9,4
81

平
成 30 年
度

千
円

22
,63
7

平
成 31 年
度

83
,00
0

平
成 31 年
度

76
,54
9

平
成 32 年
度

22
,00
0

平
成 32 年
度

20
,29
5

＝
28
＝

＝
29
＝



奈 良 市 公 報

― 28 ―

号外第２号
令和２年１月27日 　
　   （月 曜 日）

第
３
表
　
繰
越
明
許
費

款
項

事
　
　
　
業
　
　
　
名

金
　
　
額

2．
総

務
費

千
円

17
1,6
00

1 
．
総
務
管
理
費
地
域
防
犯
活
動
推
進
経
費

7,2
00

庁
舎
等
施
設
整
備
事
業

91
,40
0

ス
ポ
ー
ツ
施
設
整
備
事
業

58
,00
0

2 
．
企

画
費
交

通
環

境
整

備
経

費
3,0
00

文
化
振
興
施
設
整
備
事
業

12
,00
0

3．
民

生
費

67
5,6
53

2 
．
児
童
福
祉
費
認
定
こ
ど
も
園
移
行
準
備
経
費

3,6
80

児
童
福
祉
施
設
整
備
事
業

19
,47
3

認
定
こ
ど
も
園
施
設
整
備
事
業

65
2,5
00

4．
衛

生
費

37
9,0
00

1 
．
保
健
衛
生
費
保
健
衛
生
施
設
整
備
事
業

37
9,0
00

6．
農
林
水
産
業
費

17
9,1
16

1 
．
農

林
費
人
・
農
地
問
題
解
決
推
進
経
費

55
,00
0

土
地

基
盤

整
備

事
業

12
3,2
54

美
し
い
森
林
づ
く
り
基
盤
整
備

交
付

金
事

業
経

費
86
2

9．
土

木
費

1,2
83
,77
5

2 
．
道
路
橋
梁
費
定

期
点

検
経

費
22
,00
0

道
路
橋
梁
新
設
改
良
事
業

74
7,0
00

3 
．
河

川
費
河

川
堤

防
改

修
事

業
15
,00
0

4 
．
都
市
計
画
費
ま
ち
づ
く
り
基
本
計
画
策
定
経
費

3,0
00

都
市
・
地
域
総
合
交
通
戦
略
策
定
経
費

5,7
00

街
路

事
業

28
4,0
00

Ｊ
Ｒ
奈
良
駅
付
近
連
続
立
体
交
差
事
業

10
9,9
75

公
園

事
業

97
,10
0

＝
30
＝

＝
31
＝

第
４
表
　
債
務
負
担
行
為
補
正

　
１
．
廃
止
分

第
５
表
　
地
方
債
補
正

　
１
．
追
加
分

款
項

事
　
　
　
業
　
　
　
名

金
　
　
額

11
．
教

育
費

千
円

3,8
51
,62
0

1 
．
教
育
総
務
費
学
校
施
設
長
寿
命
化
計
画
策
定
経
費

20
,02
0

2 
．
小

学
校

費
小
学
校
施
設
整
備
事
業

2,1
96
,40
0

3 
．
中

学
校

費
中
学
校
施
設
整
備
事
業

68
7,0
00

4 
．
高
等
学
校
費
高
等
学
校
施
設
整
備
事
業

79
7,2
00

5 
．
幼

稚
園

費
幼
稚
園
施
設
整
備
事
業

13
5,0
00

6 
．
社
会
教
育
費
社
会
教
育
施
設
整
備
事
業

16
,00
0

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

6,5
40
,76
4

事
　
　
　
　
項

期
　
　
　
　
間

限
　
　
度
　
　
額

登
美
ヶ
丘
地
域
子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
ほ
か
３
事
業
所

に
よ
る
地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業
委
託

平
成
30
年
度
か
ら

平
成
35
年
度
ま
で

千
円

11
8,6
20
�

起
　
債
　
の
　
目
　
的

限
�度
�額

起
債
の
方
法

利
　
　
率

償
�還
�の
�方
�法

減
収

補
塡

千
円

23
9,9
00

普
通
貸
借

又
は

債
券
発
行

５
．
０
％
以
内

（
利
率
見
直
し
方

式
に
よ
り
当
該
利

率
の
見
直
し
を
行

っ
た
後
に
お
い
て

は
、
見
直
し
後
の

利
率
と
す
る
。）

政
府
資
金
に
つ
い
て
は
そ
の

融
資
条
件
に
よ
り
、
銀
行
そ
の

他
の
場
合
に
は
、
そ
の
債
権
者

と
の
協
定
に
よ
る
。
た
だ
し
、
市

財
政
の
都
合
に
よ
り
据
置
期
間

を
短
縮
し
、
も
し
く
は
繰
上
償
還

又
は
低
利
に
借
換
え
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

計
23
9,9
00

＝
30
＝

＝
31
＝



奈 良 市 公 報 号外第２号

― 29 ―

　　令和２年１月27日　　
　　　   （月 曜 日）

　
２
．
変
更
分 起
　
債
　
の
　
目
　
的

限
　
　
　
　
　
度
　
　
　
　
　
額

補
　
　
正
　
　
前

補
　
　
正
　
　
後

福
祉

施
設

整
備

事
業

千
円

1,0
98
,20
0

千
円

1,1
06
,20
0

保
健
衛
生
施
設
整
備
事
業

1,1
08
,50
0

64
0,8
00

道
路

事
業

1,4
41
,70
0

1,4
97
,50
0

都
市

計
画

事
業

1,1
33
,20
0

83
4,5
00

災
害

復
旧

事
業

39
,80
0

43
,40
0

臨
時

財
政

対
策

6,2
00
,00
0

6,0
94
,40
0

計
17
,08
2,3
00

16
,28
6,7
00

＝
32
＝

＝
33
＝

奈
良
市
議
案
第
４
号

平
成
３
０
年
度
奈
良
市
国
民
健
康
保
険

特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
３
号
）
　
　

　
平
成
３
０
年
度
奈
良
市
の
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
３
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
）

第
�１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
に
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
３
１
，
７
０
０
千
円
を
追
加
し
、
歳
入
歳
出

予
算
の
総
額
を
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
３
７
，
１
１
１
，
５
４
７
千
円
と
す
る
。

２
�　
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
の
款
・
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
並
び
に
補
正
後
の
歳
入
歳
出

予
算
の
金
額
は
、
「
第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
補
正
」
に
よ
る
。

　
　
平
成
３
１
年
２
月
２
８
日
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
奈
良
市
長
　
　
仲
　
川
　
元
　
庸

＝
32
＝

＝
33
＝



奈 良 市 公 報

― 30 ―

号外第２号
令和２年１月27日 　
　   （月 曜 日）

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
補
正

　
歳
　
入

　
歳
　
出

款
項

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計

１
．
国

民
健

康
保

険
料

千
円

7,5
89
,78
8

千
円

△
�1
80
,00
0

千
円

7,4
09
,78
8

1 
．
国
民
健
康
保
険
料

7,5
89
,78
8

△
�1
80
,00
0

7,4
09
,78
8

７
．
繰

入
金

2,8
26
,96
2

21
1,7
00

3,0
38
,66
2

1 
．
一
般
会
計
繰
入
金

2,4
47
,90
3

61
,70
0

2,5
09
,60
3

2 
．
基
金
繰
入
金

37
9,0
59

15
0,0
00

52
9,0
59

歳
入

合
計

37
,07
9,8
47

31
,70
0

37
,11
1,5
47

款
項

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計

１
．
総

務
費

千
円

38
6,2
15

千
円

70
0

千
円

38
6,9
15

1 
．
総
務
管
理
費

29
6,0
21

70
0

29
6,7
21

３
．
事
業
費
納
付
金

9,5
39
,00
0

31
,00
0

9,5
70
,00
0

1 
．
医
療
給
付
費

事
業
費
納
付
金

6,3
76
,00
0

31
,00
0

6,4
07
,00
0

歳
出

合
計

37
,07
9,8
47

31
,70
0

37
,11
1,5
47

＝
34
＝

＝
35
＝

奈
良
市
議
案
第
５
号

平
成
３
０
年
度
奈
良
市
土
地
区
画
整
理
事
業

特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）
　
　
　
　

　
平
成
３
０
年
度
奈
良
市
の
土
地
区
画
整
理
事
業
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
）

第
�１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
か
ら
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
１
，
２
６
７
，
２
０
０
千
円
を
減
額
し
、

歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
を
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
２
，
７
０
８
，
８
０
０
千
円
と
す
る
。

２
�　
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
の
款
・
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
並
び
に
補
正
後
の
歳
入
歳
出

予
算
の
金
額
は
、
「
第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
補
正
」
に
よ
る
。

　
（
繰
越
明
許
費
）

第
�２
条
　
地
方
自
治
法
第
２
１
３
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
繰
り
越
し
て
使
用
す
る
こ
と
の
で
き
る
経
費

は
、
「
第
２
表
　
繰
越
明
許
費
」
に
よ
る
。

　
（
地
方
債
の
補
正
）

第
３
条
　
地
方
債
の
変
更
は
、
「
第
３
表
　
地
方
債
補
正
」
に
よ
る
。

　
　
平
成
３
１
年
２
月
２
８
日
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
奈
良
市
長
　
　
仲
　
川
　
元
　
庸

＝
34
＝

＝
35
＝



奈 良 市 公 報 号外第２号

― 31 ―

　　令和２年１月27日　　
　　　   （月 曜 日）

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
補
正

　
歳
　
入

　
歳
　
出

款
項

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計

1 
．
国
庫
支
出
金

千
円

1,5
70
,03
5

千
円

△
�7
28
,50
9

千
円

84
1,5
26

1 
．
国
庫
交
付
金

1,5
70
,03
5

△
�7
28
,50
9

84
1,5
26

3 
．
繰

入
金

58
6,3
06

30
9

58
6,6
15

1 
．
一
般
会
計
繰
入
金

58
6,3
06

30
9

58
6,6
15

5 
．
市

債
1,6
78
,80
0

△
�5
39
,00
0

1,1
39
,80
0

1 
．
市

債
1,6
78
,80
0

△
�5
39
,00
0

1,1
39
,80
0

歳
入

合
計

3,9
76
,00
0

△
�1
,26
7,2
00

2,7
08
,80
0

款
項

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計

1 
．
西
大
寺
駅
南

地
区
土
地
区
画

整
理
事
業
費

千
円

2,6
50
,20
0

千
円

△
�1
,21
6,7
35

千
円

1,4
33
,46
5

1 
．
西
大
寺
駅
南

地
区
土
地
区
画

整
理
事
業
費

2,6
50
,20
0

△
�1
,21
6,7
35

1,4
33
,46
5

2 
．
Ｊ
Ｒ
奈
良
駅
南

地
区
土
地
区
画

整
理
事
業
費

74
0,8
00

△
�5
0,4
65

69
0,3
35

1 
．
Ｊ
Ｒ
奈
良
駅
南

地
区
土
地
区
画

整
理
事
業
費

74
0,8
00

△
�5
0,4
65

69
0,3
35

歳
出

合
計

3,9
76
,00
0

△
�1
,26
7,2
00

2,7
08
,80
0

＝
36
＝

＝
37
＝

第
２
表
　
繰
越
明
許
費

第
３
表
　
地
方
債
補
正

　
１
．
変
更
分

款
項

事
　
　
　
業
　
　
　
名

金
　
　
額

1．
西
大
寺
駅
南

地
区
土
地
区
画

整
理
事
業
費

千
円

30
,00
0

1 
．
西
大
寺
駅
南

地
区
土
地
区
画

整
理
事
業
費

西
大

寺
駅

南
地

区
土

地
区

画
整

理
事

業
30
,00
0

2．
Ｊ
Ｒ
奈
良
駅
南

地
区
土
地
区
画

整
理
事
業
費

18
0,0
00

1 
．
Ｊ
Ｒ
奈
良
駅
南

地
区
土
地
区
画

整
理
事
業
費

Ｊ
Ｒ

奈
良

駅
南

地
区

土
地

区
画

整
理

事
業

18
0,0
00

合
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
計

21
0,0
00

起
　
債
　
の
　
目
　
的

限
　
　
　
　
　
度
　
　
　
　
　
額

補
　
　
正
　
　
前

補
　
　
正
　
　
後

西
大

寺
駅

南
地

区
土

地
区

画
整

理
事

業
千
円

1,2
30
,40
0

千
円

71
1,4
00

Ｊ
Ｒ

奈
良

駅
南

地
区

土
地

区
画

整
理

事
業

44
8,4
00

42
8,4
00

計
1,6
78
,80
0

1,1
39
,80
0

＝
36
＝

＝
37
＝



奈 良 市 公 報

― 32 ―

号外第２号
令和２年１月27日 　
　   （月 曜 日）

奈
良
市
議
案
第
６
号

平
成
３
０
年
度
奈
良
市
駐
車
場
事
業

特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）
　

　
平
成
３
０
年
度
奈
良
市
の
駐
車
場
事
業
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
る
。

　
（
歳
入
予
算
の
補
正
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
を
補
正
す
る
こ
と
な
く
、
歳
入
予
算
の
款
・
項
の
み
を
補
正
す
る
。

２
�　
歳
入
予
算
の
補
正
の
款
・
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
並
び
に
補
正
後
の
歳
入
予
算
の
金

額
は
、
「
第
１
表
　
歳
入
予
算
補
正
」
に
よ
る
。

　
　
平
成
３
１
年
２
月
２
８
日
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
奈
良
市
長
　
　
仲
　
川
　
元
　
庸

＝
38
＝

＝
39
＝

第
１
表
　
歳
入
予
算
補
正

　
歳
　
入

款
項

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計

1 
．
使
用
料
及
び

手
数

料
千
円

95
,27
5

千
円

△
�1
0,0
00

千
円

85
,27
5

1 
．
使

用
料

95
,27
5

△
�1
0,0
00

85
,27
5

2 
．
繰

入
金

14
,44
4

10
,00
0

24
,44
4

1 
．
一
般
会
計
繰
入
金

14
,44
4

10
,00
0

24
,44
4

歳
入

合
計

11
0,0
00

－
11
0,0
00

＝
38
＝

＝
39
＝



奈 良 市 公 報 号外第２号

― 33 ―

　　令和２年１月27日　　
　　　   （月 曜 日）

奈
良
市
議
案
第
７
号

平
成
３
０
年
度
奈
良
市
介
護
保
険

特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
３
号
）

　
平
成
３
０
年
度
奈
良
市
の
介
護
保
険
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
３
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
）

第
�１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
に
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
１
，
０
０
０
千
円
を
追
加
し
、
歳
入
歳
出
予

算
の
総
額
を
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
３
１
，
９
２
８
，
６
２
２
千
円
と
す
る
。

２
�　
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
の
款
・
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
並
び
に
補
正
後
の
歳
入
歳
出

予
算
の
金
額
は
、
「
第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
補
正
」
に
よ
る
。

　
　
平
成
３
１
年
２
月
２
８
日
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
奈
良
市
長
　
　
仲
　
川
　
元
　
庸

＝
40
＝

＝
41
＝

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
補
正

　
歳
　
入

　
歳
　
出

款
項

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計

６
．
繰

入
金

千
円

4,5
91
,73
2

千
円

1,0
00

千
円

4,5
92
,73
2

1 
．
一
般
会
計
繰
入
金

4,5
75
,04
4

1,0
00

4,5
76
,04
4

歳
入

合
計

31
,92
7,6
22

1,0
00

31
,92
8,6
22

款
項

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計

１
．
総

務
費

千
円

69
9,4
26

千
円

1,0
00

千
円

70
0,4
26

1 
．
総
務
管
理
費

32
4,3
54

1,0
00

32
5,3
54

歳
出

合
計

31
,92
7,6
22

1,0
00

31
,92
8,6
22

＝
40
＝

＝
41
＝



奈 良 市 公 報

― 34 ―

号外第２号
令和２年１月27日 　
　   （月 曜 日）

奈
良
市
議
案
第
８
号

平
成
３
０
年
度
奈
良
市
針
テ
ラ
ス
事
業

特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）
　
　

　
平
成
３
０
年
度
奈
良
市
の
針
テ
ラ
ス
事
業
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
る
。

　
（
歳
入
予
算
の
補
正
）

第
１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
を
補
正
す
る
こ
と
な
く
、
歳
入
予
算
の
款
・
項
の
み
を
補
正
す
る
。

２
�　
歳
入
予
算
の
補
正
の
款
・
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
並
び
に
補
正
後
の
歳
入
予
算
の
金

額
は
、
「
第
１
表
　
歳
入
予
算
補
正
」
に
よ
る
。

　
　
平
成
３
１
年
２
月
２
８
日
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
奈
良
市
長
　
　
仲
　
川
　
元
　
庸

＝
42
＝

＝
43
＝

第
１
表
　
歳
入
予
算
補
正

　
歳
　
入

款
項

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計

1 
．
使
用
料
及
び

手
数

料
千
円

15
1,9
06

千
円

△
�1
29
,40
8

千
円

22
,49
8

1 
．
使

用
料

15
1,9
06

△
�1
29
,40
8

22
,49
8

2 
．
繰

入
金

－
12
9,4
08

12
9,4
08

1 
．
一
般
会
計
繰
入
金

－
12
9,4
08

12
9,4
08

歳
入

合
計

15
1,9
06

－
15
1,9
06

＝
42
＝

＝
43
＝



奈 良 市 公 報 号外第２号

― 35 ―

　　令和２年１月27日　　
　　　   （月 曜 日）

奈
良
市
議
案
第
９
号

平
成
３
０
年
度
奈
良
市
後
期
高
齢
者
　

医
療
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

　
平
成
３
０
年
度
奈
良
市
の
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
補
正
予
算
（
第
１
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
る
。

　
（
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
）

第
�１
条
　
歳
入
歳
出
予
算
の
総
額
に
、
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
８
６
，
０
０
０
千
円
を
追
加
し
、
歳
入
歳
出

予
算
の
総
額
を
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
６
，
１
９
７
，
０
０
０
千
円
と
す
る
。

２
�　
歳
入
歳
出
予
算
の
補
正
の
款
・
項
の
区
分
及
び
当
該
区
分
ご
と
の
金
額
並
び
に
補
正
後
の
歳
入
歳
出

予
算
の
金
額
は
、
「
第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
補
正
」
に
よ
る
。

　
　
平
成
３
１
年
２
月
２
８
日
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
奈
良
市
長
　
　
仲
　
川
　
元
　
庸

＝
44
＝

＝
45
＝

第
１
表
　
歳
入
歳
出
予
算
補
正

　
歳
　
入

　
歳
　
出

款
項

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計

１
．
後
期
高
齢
者

医
療
保
険
料

千
円

4,8
72
,32
5

千
円

86
,00
0

千
円

4,9
58
,32
5

1 
．
後
期
高
齢
者

医
療
保
険
料

4,8
72
,32
5

86
,00
0

4,9
58
,32
5

歳
入

合
計

6,1
11
,00
0

86
,00
0

6,1
97
,00
0

款
項

補
正
前
の
額

補
　
正
　
額

計

２
．
後
期
高
齢
者
医
療

広
域
連
合
納
付
金

千
円

5,8
62
,02
7

千
円

86
,00
0

千
円

5,9
48
,02
7

1 
．
後
期
高
齢
者
医
療

広
域
連
合
納
付
金

5,8
62
,02
7

86
,00
0

5,9
48
,02
7

歳
出

合
計

6,1
11
,00
0

86
,00
0

6,1
97
,00
0

＝
44
＝

＝
45
＝



奈 良 市 公 報

― 36 ―

号外第２号
令和２年１月27日 　
　   （月 曜 日）

奈
良
市
議
案
第
１
０
号

平
成
３
０
年
度
奈
良
市
水
道
事
業
会
計

補
正
予
算
（
第
３
号
）
　
　
　
　
　
　

（
総
則
）

第
�１
条
　
平
成
３
０
年
度
奈
良
市
水
道
事
業
会
計
補
正
予
算
（
第
３
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

る
。

（
収
益
的
収
入
及
び
支
出
）

第
�２
条
　
平
成
３
０
年
度
奈
良
市
水
道
事
業
会
計
予
算
（
以
下
「
予
算
」
と
い
う
。
）
第
３
条
に
定
め
た

収
益
的
支
出
の
予
定
額
を
次
の
と
お
り
補
正
す
る
。

　
　
　
（
科
　
　
　
目
）
　
　
　
　
 　
（
既
決
予
定
額
）
　
 　
（
補
正
予
定
額
）
　
　
 　
（
計
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 　
支
　
　
　
　
　
　
　
出

　
第
１
款
　
水
道
事
業
費
用
　
　
　
�　
8,6
66
,51
9千
円
　
　
 　
�△
3,5
63
千
円
�

8,6
62
,95
6千
円

　
　
第
１
項
　
営
　
業
　
費
　
用
　
　
　
�8
,09
3,9
53
千
円
　
　
 　
�△
3,5
63
千
円
�

8,0
90
,39
0千
円

（
資
本
的
収
入
及
び
支
出
）

第
�３
条
　
予
算
第
４
条
本
文
括
弧
書
中
「
不
足
す
る
額
２
，
１
３
７
，
４
９
７
千
円
」
を
「
不
足
す
る
額

２
，
１
３
９
，
２
５
４
千
円
」
に
、
「
過
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資
金
２
，
０
７
２
，
１
３
７
千
円
」

を
「
過
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資
金
２
，
０
７
３
，
８
９
４
千
円
」
に
改
め
、
資
本
的
支
出
の
予
定
額

を
次
の
と
お
り
補
正
す
る
。

　
　
　
（
科
　
　
　
目
）
　
　
　
　
 　
（
既
決
予
定
額
）
　
 　
（
補
正
予
定
額
）
　
　
 　
（
計
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 　
支
　
　
　
　
　
　
　
出

　
第
１
款
　
資
本
的
支
出
　
　
　
　
�3
,66
1,4
97
千
円
　
　
　
　
� 
1,7
57
千
円
�

3,6
63
,25
4千
円

　
　
第
１
項
　
建
設
改
良
費
　
　
　
�1
,77
3,0
93
千
円
　
　
　
　
� 
1,7
57
千
円
�

1,7
74
,85
0千
円

（
議
会
の
議
決
を
経
な
け
れ
ば
流
用
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
経
費
）

第
４
条
　
予
算
第
１
０
条
に
定
め
た
経
費
の
金
額
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　
　
　
（
科
　
　
　
目
）
　
　
　
　
 　
（
既
決
予
定
額
）
　
 　
（
補
正
予
定
額
）
　
　
 　
（
計
）

　
　
⑴
　
職
員
給
与
費
　
　
　
　
�　
1,4
70
,54
8千
円
　
　
 　
�△
1,8
06
千
円
�

1,4
68
,74
2千
円

　
　
平
成
３
１
年
２
月
２
８
日
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
奈
良
市
長
　
　
仲
　
川
　
元
　
庸

＝
15
6
＝

＝
15
7
＝

（
総
則
）

第
�１
条
　
平
成
３
０
年
度
奈
良
市
下
水
道
事
業
会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
る
。

（
収
益
的
収
入
及
び
支
出
）

第
�２
条
　
平
成
３
０
年
度
奈
良
市
下
水
道
事
業
会
計
予
算
（
以
下
「
予
算
」
と
い
う
。
）
第
３
条
に
定
め

た
収
益
的
支
出
の
予
定
額
を
次
の
と
お
り
補
正
す
る
。

　
　
　
（
科
　
　
　
目
）
　
　
　
　
 　
（
既
決
予
定
額
）
　
 　
（
補
正
予
定
額
）
　
　
 　
（
計
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 　
支
　
　
　
　
　
　
　
出

　
第
１
款
　
下
水
道
事
業
費
用
　
　
　
　
�7
,89
1,1
35
千
円
　
　
�　
 △
1,0
17
千
円
�

7,8
90
,11
8千
円

　
　
第
１
項
　
営
業
費
用
　
　
�　
7,1
45
,08
1千
円
　
　
�　
 △
1,0
17
千
円
�

7,1
44
,06
4千
円

（
資
本
的
収
入
及
び
支
出
）

第
�３
条
　
予
算
第
４
条
本
文
括
弧
書
中
「
不
足
す
る
額
７
７
５
，
４
０
５
千
円
」
を
「
不
足
す
る
額
７
７

　
�６
，
１
３
１
千
円
」
に
、
「
過
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資
金
７
７
５
，
４
０
５
千
円
」
を
「
過
年
度
分

損
益
勘
定
留
保
資
金
７
７
６
，
１
３
１
千
円
」
に
改
め
、
資
本
的
支
出
の
予
定
額
を
次
の
と
お
り
補
正

す
る
。

　
　
　
（
科
　
　
　
目
）
　
　
　
　
 　
（
既
決
予
定
額
）
　
 　
（
補
正
予
定
額
）
　
　
 　
（
計
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
 　
支
　
　
　
　
　
　
　
出

　
第
１
款
　
資
本
的
支
出
　
　
　
　
�4
,35
1,4
05
千
円
　
　
�　
�　
　
72
6千
円
�

4,3
52
,13
1千
円

　
　
第
１
項
　
建
設
改
良
費
　
　
�　
� 
74
6,2
02
千
円
　
　
�　
　
�　
72
6千
円
�

74
6,9
28
千
円

（
議
会
の
議
決
を
経
な
け
れ
ば
流
用
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
経
費
）

第
４
条
　
予
算
第
９
条
に
定
め
た
経
費
の
金
額
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　
　
　
（
科
　
　
　
目
）
　
　
　
　
 　
（
既
決
予
定
額
）
　
 　
（
補
正
予
定
額
）
　
　
 　
（
計
）

　
　
⑴
　
職
員
給
与
費
　
　
　
　
　
� 
25
3,7
07
千
円
　
�　
　
�　
△
29
1千
円
�

25
3,4
16
千
円

　
　
平
成
３
１
年
２
月
２
８
日
提
出

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
奈
良
市
長
　
　
仲
　
川
　
元
　
庸

奈
良
市
議
案
第
１
１
号

平
成
３
０
年
度
奈
良
市
下
水
道
事
業
会
計

補
正
予
算
（
第
２
号
）
　
　
　
　
　
　
　

＝
17
6
＝

＝
17
7
＝



奈 良 市 公 報 号外第２号

― 37 ―

　　令和２年１月27日　　
　　　   （月 曜 日）

（平成31年３月22日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第131号
　昭和51年奈良市告示第89号（金融機関の指定について）
の一部を次のように改正し、平成31年４月１日より施行し
ます。
　平成31年３月22日

奈良市長　仲　川　元　庸　
　
第２項中

「株式会社　近畿大阪銀行　　　
を 「株式会社

         　　　株式会社　関西アーバン銀行」 
関西みらい銀行」に改める。

（平成31年３月22日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第132号
　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第２項にお
いて準用する同法第62条第１項の規定により大和都市計画
（奈良国際文化観光都市建設計画）道路事業３・４・102号
西大寺一条線及び７・５・102号西大寺東線の事業計画の
変更の認可に係る図書の写しの送付がありましたので、同
法第63条第２項において準用する同法第62条第２項の規定
により次の場所で公衆の縦覧に供します。
　平成31年３月22日

奈良市長　仲　川　元　庸　
　縦覧場所
　　奈良市西大寺南町２番６号明光第５ビル２階
　　西大寺駅周辺整備事務所

（平成31年３月22日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第133号
　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の規
定により、開発行為に関する工事が完了したことを次のと
おり公告します。
　なお、当該開発区域を表示した図書は、奈良市都市整備
部開発指導課において一般の閲覧に供します。
　平成31年３月22日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　許可の年月日及び番号
　　平成30年11月21日　奈良市指令整開　第18Ａ－36号
２　検査済証の交付年月日及び番号
　　開発行為　平成31年３月22日　第1677号
　　公共施設　平成31年３月22日　第820号
３　開発区域に含まれる地域
　　奈良市神殿町392番１
４　開発許可を受けた者の住所及び氏名
　　奈良市西城戸町１番地の４
　　株式会社　八州エイジェント　代表取締役　河合　浩
５　公共施設の種類、位置及び区域
　⑴　道路
　　　奈良市神殿町392番１の一部
　⑵　下水道
　　　奈良市神殿町392番１の一部

（平成31年３月22日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第134号
　奈良市自転車等の安全利用に関する条例（昭和59年奈良
市条例第23号）第９条の規定により自転車等放置禁止区域
内に放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管し
たので、同条例第10条第１項の規定により告示します。
　平成31年３月25日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　移動理由
　　自転車等放置禁止区域に放置されていたため。
２　移動年月日
　　平成31年３月25日 
３　移動対象区域
　�　近鉄新大宮駅周辺、JR奈良駅周辺及び近鉄奈良駅周
辺自転車等放置禁止区域
以下省略

（平成31年３月25日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第135号
　農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号）第18条
第１項の規定に基づき農用地利用集積計画を定めたので、
同法第19条の規定に基づき公告します。
　平成31年３月25日

奈良市長　仲　川　元　庸　
（平成31年３月25日掲示済）　

　　　　� 　　 　
奈良市告示第136号
　平成31・32年度奈良市・奈良市企業局物品購入等入札参
加資格審査申請要領（追加受付）を次のように定めます。
　平成31年３月26日

奈良市長　仲　川　元　庸　
平成31・32年度　奈良市・奈良市企業局物品購入等
入札参加資格審査申請要領（追加・受付）

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５
第１項及び第167条の11第２項の規定により、平成31・32
年度において、奈良市又は奈良市企業局が発注する物品の
製造の請負、物件の買入れその他奈良市長又は奈良市公営
企業管理者が定める契約等の入札・見積合せに参加する者
に必要な資格及び申請方法等を定めたので、入札・見積合
せに参加しようとされる方は、以下の要領により入札参加
資格審査申請書（物品購入等）を提出してください。
１　入札に参加する者に必要な資格
　⑴�　成年被後見人及び被保佐人並びに破産者で復権を得
ない者でないこと。

　⑵�　奈良市の市・県民税（法人においては法人市民税）
及び奈良市の固定資産税に係る滞納がないこと。市外
業者においては所得税（法人においては法人税）及び
奈良市の固定資産税に係る滞納がないこと。
⑶　奈良市の国民健康保険料の滞納がないこと。
⑷�　法令等の規定により営業に関し免許、許可、登録、
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認可等を要する場合は、申請時において当該免許、
許可、登録、認可等を受けていること。

⑸　申請者から提出された別表第１に掲げる提出書類
の審査によりその内容が適正と認められること。

⑹　次のいずれにも該当しないもの
ア�　役員等（法人にあっては役員、支配人及び支店又
は営業所（常時物品購入等の契約に関する業務を行
う事務所をいう。以下同じ。）の代表者を、個人に
あってはその者、支配人及び支店又は営業所の代表
者をいう。以下同じ）が暴力団員（暴力団員による
不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第
77号。以下「法」という。）第２条第６号に規定す
る暴力団員という。以下同じ。）である者。
イ�　暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。

以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与し
ている者。
ウ�　役員等が、その属する法人、自己若しくは第三者
の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える
目的で、暴力団又は暴力団員を利用している者。
エ�　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を
提供し、又は便宜を供与する等直接的若しくは積極
的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与して
いる者。
オ�　ウ及びエに掲げる場合のほか、役員等が、暴力団
又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有し
ている者。

２　受付期間及び時間
　⑴　受付期間

　⑵　受付時間
午前10時～正午、午後１時30分～午後４時

３　受付場所及び申請方法
　⑴　受付場所
　　�　奈良市役所庁舎北棟５階　契約課（持参受付の方の
み）

　⑵　申請方法
　　　　市内業者……�別表第１の書類をクリアーホルダー

（Ａ４）に入れ、持参申請でのみ受
付けます。

　　　　準市内・市�外業者……別表第１の書類をクリアー
ホルダー（Ａ４）に入れ、郵送申請
でのみ受付けます。

　※１�　持参申請の方は、後日入札参加資格審査結果通知
書を送付しますので、申請書類と一緒に住所・業者
名・担当者名を明記し82円切手を貼り付けた返信用
封筒をお持ちください。

　※２�　郵送申請は、受付期間最終日までの消印有効とし
ます。また、入札参加資格審査申請書受付票及び入
札参加資格審査結果通知書を送付しますので、住所・
業者名・担当者名を明記し82円切手を貼り付けた返
信用封筒を２通 同封してください。（それぞれに切
手が必要です。）

　※３�  同受付票及び通知書（原本）は申請業者へ送付します。
行政書士等による代理申請において、代理人の方に
も同受付票及び通知書（写し）の郵送を必要とする
場合は、郵送先住所、氏名等を明記した返信用封筒
をさらに２通同封してください。（切手が必要です。）

４　郵送先
　〒630－8580
　奈良市二条大路南一丁目１番１号
　奈良市会計契約部契約課

５　登録有効期間
　入札参加資格審査結果通知日～平成33年３月31日
６　その他留意事項
　⑴�　各証明書（原本及び写し）は、申請日以前３か月以
内のものを提出してください。

　⑵�　使用印鑑届は、実印でなくても結構ですが、入札及
び見積りの参加並びに契約の締結、代金の請求・受領
等に使用することとなるので、十分留意してください。

　⑶�　申請書等の記載内容を確認できない場合、又は提出
書類が不足している場合には入札参加資格を保留しま
す。
⑷　この登録制度について、審査後は業者名簿に登録
されますが、直ちに発注があるという制度ではあり
ません。

⑸　提出書類の内容と事実が相違していることが後日
に判明したときは、入札参加資格を取り消すことが
あります。

⑹　提出していただいた入札参加資格審査申請書内容
は、奈良市情報公開条例に基づく非開示部分を除き
公開します。

７　問い合わせ先 
　奈良市会計契約部契約課契約係
　電話番号0742－34－4743（ダイヤルイン）
　奈良市企業局管理部企業技術監理課入札係
　電話番号0742－34－5200（代表）
　※�申請書１通で、奈良市及び奈良市企業局への登録が可
能です。

市内業者 平成31年４月１日（月）～平成32年９月30日（水）※土曜・日曜・祝日を除く。

準市内業者 
市外業者 平成31年４月１日（月）～平成32年９月30日（水）※土曜・日曜・祝日を除く。

※準市内業者…奈良市内に支店または営業所を有する業者
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（平成31年３月26日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第137号
　地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平

成20年法律第40号）第12条第１項の規定により、歴史的風
致形成建造物を指定しましたので、次のとおり告示します。
　平成31年３月26日

奈良市長　仲　川　元　庸　
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（平成31年３月26日掲示済）　
　　　　� 　　 　

奈良市告示第138号
　奈良市民間保育所等運営費補助金交付要綱の一部を改正

指定
番号 指定名称 概要 所在地 指定年月日

第11号 旧橋村家住宅

主屋
（木造つし二階建、切妻造、平入、桟瓦葺）
土地
（奈良市今御門町10番地１）

奈良市今御門町10番地１ 平成31年
３月26日

第12号 旧山中家住宅

主屋
（木造平屋建、切妻造、桟瓦葺一部金属板葺）
土地
（奈良市東寺林町９番地）

奈良市東寺林町９番地 平成31年
３月26日

第13号 吉川家住宅表門及び
表塀

表門
（木造、棟門、こけら葺き）
表塀
（土塀、桟瓦葺、北塀と南塀からなる）
土地
（奈良市水門町57番地、58番地）

奈良市水門町57番地、58番
地

平成31年
３月26日

第14号 ギャラリー＆ポスト
カード藤影堂

主屋
（木造二階建、切妻造、平入、桟瓦葺）
土地
（奈良市不審ヶ辻子町11番地３）

奈良市不審ヶ辻子町11番地
３

平成31年
３月26日



奈 良 市 公 報

― 40 ―

号外第２号
令和２年１月27日 　
　   （月 曜 日）

する告示を次のように定める。
　平成31年３月27日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市民間保育所等運営費補助金交付要綱の一部を
改正する告示

　奈良市民間保育所等運営費補助金交付要綱（昭和61年奈
良市告示第52号）の一部を次のように改正する。
　別表給食費補助金の項を削る。
　　　附　則
　この告示は、平成31年４月１日から施行する。

（平成31年３月27日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第139号
　奈良市立柳生診療所、奈良市立田原診療所、奈良市立月ヶ
瀬診療所、奈良市立都祁診療所及び奈良市立興東診療所の
指定管理者を指定したので、奈良市公の施設における指定
管理者の指定の手続等に関する条例（平成17年奈良市条例
第85号）第４条第３項の規定により次のとおり告示します。
　平成31年３月28日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　指定管理者を指定する公の施設
　　奈良市邑地町2786番地
　　　奈良市立柳生診療所
　　奈良市横田町336番地の１　
　　　奈良市立田原診療所
　　奈良市月ヶ瀬尾山2790番地
　　　奈良市立月ヶ瀬診療所
　　奈良市都祁白石町1084番地
　　　奈良市立都祁診療所
　　奈良市大柳生町4254番地
　　　奈良市立興東診療所
２　指定管理者の所在地及び名称
　　東京都千代田区平河町二丁目６番３号
　　　公益社団法人地域医療振興協会
　　　　理事長　吉新通康　
３　指定管理者の指定の期間
　　平成31年４月１日から平成36年３月31日まで
４　指定管理者が行う業務の範囲
　⑴�　奈良市立診療所設置条例（昭和24年奈良市条例第27
号）第２条に規定する業務の実施に関すること。

　⑵�　奈良市立柳生診療所、奈良市立田原診療所、奈良市
立月ヶ瀬診療所、奈良市立都祁診療所及び奈良市立興
東診療所の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。
（平成31年３月28日掲示済）　

　　　　� 　　 　
奈良市告示第140号
　都市計画法（昭和43年法律第100号）第36条第３項の規
定により、開発行為に関する工事が完了したことを次のと
おり公告します。
　なお、当該開発区域を表示した図書は、奈良市都市整備

部開発指導課において一般の閲覧に供します。
　平成31年３月28日

奈良市長　仲　川　元　庸　
１　許可の年月日及び番号
　�　平成30年７月10日　奈良市指令整開　第18Ａ－15号
　�　平成31年３月12日　奈良市指令整開
　　　　　　　　　　　　　　　　　第18Ａ－15－１号
２　検査済証の交付年月日及び番号
　　開発行為　平成31年３月28日　第1678号
　　公共施設　平成31年３月28日　第821号
３　開発区域に含まれる地域
【１工区】
　奈良市中山町西二丁目946番３、939番、946番１、946
番９、946番10、949番11、946番12、989番、990番、991
番、992番１、992番２、992番４、996番、997番、1003番、
1004番、946番13、946番14及び992番５
４　開発許可を受けた者の住所及び氏名
　　大阪府寝屋川市豊里町42番６号
　　山形　強志
５　公共施設の種類、位置及び区域
　⑴　道路
　�　奈良市中山町西二丁目949番11、946番３、939番、946
番１、946番９、989番、990番、992番１、992番２、992
番４、996番、997番、1003番及び1004番の各一部
　⑵　下水道
　�　奈良市中山町西二丁目949番11、946番３、939番、946
番１、990番、992番１、992番４、996番、1003番及び
1004番の各一部
　⑶　公園
　　奈良市中山町西二丁目939番の一部
　⑷　調整池
　�　奈良市中山町西二丁目997番、1003番及び1004番の各
一部
　⑸　防火水槽
　　奈良市中山町西二丁目939番及び946番１の各一部
　⑹　緑地
　�　奈良市中山町西二丁目939番、989番、997番及び1003
番の各一部

（平成31年３月28日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第141号
　住居表示に関する法律（昭和37年法律第119号）第２条
に規定する方法による住居表示の実施のため、本市内の区
域のうち別図１に示す町の区域を別図２に示すとおり変更
したいので、同法第５条の２第１項の規定により変更案を
公示します。
　なお、この案に係る町の区域内に住所を有する者で奈良
市の議会の議員及び長の選挙権を有するものは、この案に
異議があるときは、同法第５条の２第２項の規定により、
公示の日から30日を経過する日までに、その50人以上の連
署をもって、理由を附して、この案に対する変更の請求を
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することができます。
　平成31年３月28日

奈良市長　仲　川　元　庸　
変更案

変　　更　　前 変　　更　　後

区　　域 別図１のとおり 別図２のとおり

名　　称 押熊町の一部 東登美ヶ丘一丁目

別図１及び別図２省略
（平成31年３月28日掲示済）　

　　　　� 　　 　
奈良市告示第142号
　住居表示に関する法律（昭和37年法律第119号）第２条
に規定する方法による住居表示の実施のため、本市内の区
域のうち別図１に示す町の区域を別図２に示すとおり変更
したいので、同法第５条の２第１項の規定により変更案を
公示します。
　なお、この案に係る町の区域内に住所を有する者で奈良
市の議会の議員及び長の選挙権を有するものは、この案に
異議があるときは、同法第５条の２第２項の規定により、
公示の日から30日を経過する日までに、その50人以上の連
署をもって、理由を附して、この案に対する変更の請求を
することができます。
　平成31年３月28日

奈良市長　仲　川　元　庸　
変更案

変　　更　　前 変　　更　　後

区　　域 別図１のとおり 別図２のとおり

名　　称 二名町の一部 中登美ヶ丘五丁目

別図１及び別図２省略
（平成31年３月28日掲示済）　

　　　　� 　　 　
奈良市告示第143号
　奈良市要緊急安全確認大規模建築物耐震改修工事補助金
交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。
　平成31年３月28日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市要緊急安全確認大規模建築物耐震改修工事補
助金交付要綱の一部を改正する告示

　奈良市要緊急安全確認大規模建築物耐震改修工事補助金
交付要綱（平成29年奈良市告示第203号）の一部を次のよ
うに改正する。
　第３条第１項第５号中「平成31年３月31日」を「平成35
年３月31日」に改める。
　第６条第１項中「当該補助金の額に各年度の出来高割合
を乗じて算出した」を「当該年度における予算の」に改める。
　第７条第８号中「耐震診断」を「耐震改修」に改める。
　第９条第１項中「事業機関等」を「事業期間等」に改め、
同項第10号及び第11号中「耐震診断」を「耐震改修」に改
める

　別記第３号様式中「第７条第２項」を「第９条第２項」
に改める。
　別記第４号様式中「第　条第１項」を「第10条第１項」
に改める。
　　  附　則
　 （施行期日）
１　この告示は、平成31年３月28日から施行する。
　 （経過措置）
２�　この告示による改正後の奈良市要緊急安全確認大規模
建築物耐震改修工事補助金交付要綱第６条第１項ただし
書の規定は、平成30年度予算に係る補助金から適用する。

（平成31年３月28日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第144号
　奈良市幼保連携型認定こども園の認可等に関する要綱の
一部を改正する告示を次のように定める。
　平成31年３月28日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市幼保連携型認定こども園の認可等に関する要
綱の一部を改正する告示

　奈良市幼保連携型認定こども園の認可等に関する要綱（平
成27年奈良市告示第186号）の一部を次のように改正する。
　第８条を第９条とし、第７条の次に次の１条を加える。
　 （運営状況報告の徴収）
第�８条　法第30条第１項の規定による報告は、幼保連携型
認定こども園運営状況報告書により行うものとする。
　　　附　則
　この告示は、平成31年４月１日から施行する。

（平成31年３月28日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第145号
　奈良市私立幼稚園運営費補助金交付要綱の一部を改正す
る告示を次のように定める。
　平成31年３月28日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市私立幼稚園運営費補助金交付要綱の一部を改
正する告示

　奈良市私立幼稚園運営費補助金交付要綱（平成29年奈良
市告示第542号）の一部を次のように改正する。
　第３条第１項中「補助対象経費は、」の次に「当該年度の」
を加え、同条第２項中「総園児数」を「市内在住の園児の
数」に改め、同項ただし書中「ただし」の次に「、補助対
象経費が補助金の額を下回る場合は」を加える。
　第５条中「前条の規定」を「規則第７条第１項に規定す
る補助金等交付決定通知書」に改める。
　別表中「総園児数」を「市内在住の園児の数」に改める。
　　　附　則
　この告示は、平成31年４月１日から施行する。

（平成31年３月28日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第146号
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　道路法（昭和27年法律第180号）第８条第１項の規定に
基づき、次の路線を本市の市道路線に認定します。
　その関係図書は、公示の日から１箇月間、建設部土木管

理課において一般の縦覧に供します。
　平成31年３月29日

奈良市長　仲　川　元　庸　

（平成31年３月29日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第147号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に
基づき、次のように道路の区域を変更します。

　その関係図書は、公示の日から１箇月間、建設部土木管
理課において一般の縦覧に供します。
　平成31年３月29日

奈良市長　仲　川　元　庸　

（平成31年３月29日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第148号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に
基づき、次のように道路の供用を開始します。

　その関係図書は、公示の日から１箇月間、建設部土木管
理課において一般の縦覧に供します。
　平成31年３月29日

奈良市長　仲　川　元　庸　

（平成31年３月29日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第149号
　奈良市子どものための教育・保育給付に係る支給認定等
に関する要綱の一部を改正する告示を次のように定める。
　平成31年３月29日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市子どものための教育・保育給付に係る支給認
定等に関する要綱の一部を改正する告示

　奈良市子どものための教育・保育給付に係る支給認定等
に関する要綱（平成27年奈良市告示第203号）の一部を次
のように改正する。
　第３条中「規則」を「奈良市子ども・子育て支援法施行
細則（平成26年奈良市規則第64号）」に改める。
　第４条第２項中「規則第３条の規定を準用する。」を「支
給認定変更申請書（別記第１号様式）とする。」に改める。
　第５条中「別記第１号様式」を「別記第２号様式」に改める。
　第12条第１号中「別記第２号様式」を「別記第３号様式」
に改め、同条第２号中「別記第３号様式」を「別記第４号
様式」に改め、同条第４号中「利用不可」を「入所保留」
に、「別記第４号様式」を「別記第５号様式」に改める。
　第14条中「別記第５号様式」を「別記第６号様式」に改める。
　第15条中「別記第６号様式」を「別記第７号様式」に改める。
　第16条中「別記第７号様式」を「別記第８号様式」に改める。

　別記第７号様式を別記第８号様式とし、別記第６号様式
を別記第７号様式とし、別記第５号様式を別記第６号様式
とし、同様式の前に次の１様式を加える。

整理番号 路線名 起点 終点 備考（ｍ）

56 南部第721号線 八条四丁目164番３地先から 八条四丁目648番１地先まで
L= 79.1 

W=18.2～104.7

路　線　名 区　　　　　　　間 変　更
前後別

幅　　員
（ｍ）

延長
（ｍ） 備考

北部第247号線
奈良市南紀寺町三丁目64番３先から 前 16.4~20.0 46.7

奈良市南紀寺町三丁目761番２先まで 後 5.9~7.3 46.7

路　線　名 区　　　　        　間 延長（ｍ）
幅員（ｍ） 備考

北部第247号線 奈良市南紀寺町三丁目64番３
先から

奈良市南紀寺町三丁目761番
２先まで

L=46.7
W=4.35~4.50
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 第
５

号
様

式
（

第
１

２
条

関
係

）
 

 
 

               

　別記第４号様式を削り、別記第３号様式を別記第４号様
式とし、別記第２号様式を別記第３号様式とし、別記第１
号様式を別記第２号様式とし、同様式の前に次の第１様式
を加える。

第
５
号
様
式
（
第
12
条
関
係
）
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別記 
第１号様式（第４条関係） 

  

附 則 

別記
第１号様式（第４条関係）
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　　  附　則
　 （施行期日）
１　この告示は、平成31年４月１日から施行する。
　 （経過措置）
２�　この告示の施行の際、現にこの告示による改正前の奈
良市子どものための教育・保育給付に係る支給認定等に
関する要綱の規定に基づき作成されている用紙は、当分
の間、必要な修正をして使用することができる。

（平成31年３月29日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第150号
　奈良市エンゼルサポート事業実施要綱の一部を改正する
告示を次のように定める。
　平成31年３月29日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市エンゼルサポート事業実施要綱の一部を改正
する告示

　奈良市エンゼルサポート事業実施要綱（平成30年奈良市
告示第486号）の一部を次のように改正する。
　第５条の見出しを「（派遣の実施日時）」に改め、同条第
１項を次のように改める。
　事業を実施できる日及び時間（以下「実施日時」という。）
は、土曜日、日曜日、祝日及び12月29日から翌年の１月
３日までの日を除く日の午前８時から午後６時までの間
とする。ただし、市長が必要と認めるときは、実施日時

を変更できるものとする。
　別記第１号様式及び別記第２号様式を次のように改める。

別
記
第
１
号
様
式
（
第
７
条
関
係
）
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。
 

 
 

裏
面
あ
り
 

 
氏
名
(
ふ
り
が
な
)
 

続
柄
 

生
年
月
日

職
業
及
び
学
校
名
等
 

連
絡
先
 

 世
帯
の
状
況
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第
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民
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□
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□
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７
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。
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第
１
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第
７
条
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）
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□
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□
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良
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ン
ゼ

ル
サ

ポ
ー

ト
事

業
実
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要
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第

７
条

第
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情
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　　　附　則
　この告示は、平成31年４月１日から施行する。

（平成31年３月29日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第151号
　奈良市ファミリー・サポート・センター事業実施要綱の
一部を改正する告示を次のように定める。
　平成31年３月29日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市ファミリー・サポート・センター事業実施要
綱の一部を改正する告示

　奈良市ファミリー・サポート・センター事業実施要綱（平
成16年奈良市告示第448号）の一部を次のように改正する。
　第８条第３項に次のただし書を加える。
　�　ただし、自然災害等当該依頼会員の責めによらない事

由により当該依頼を取り消した場合はこの限りではない。
　　　附　則
　この告示は、平成31年４月１日から施行する。

（平成31年３月29日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第152号
　介護保険法（平成９年法律第123号）第75条第２項、第
78条の５第２項及び第115条の５第２項の規定に基づき、
指定居宅サービス事業者、指定介護予防サービス事業者及
び指定地域密着型サービス事業者より廃止の届出がありま
したので、第78条第２号、第78条の11第２号及び第115条
の10第２号の規定により公示します。
　平成31年３月29日

奈良市長　仲　川　元　庸　

（平成31年３月29日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第153号
　奈良市地域自治協議会立ち上がり支援交付金交付要綱を
次のように定める。
　平成31年３月29日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市地域自治協議会立ち上がり支援交付金交付要
綱

　 （趣旨）
第�１条　市民参画及び協働によるまちづくりの推進を図る

ため、地域自治協議会（奈良市地域自治協議会の設置及
び認定等に関する要綱（平成30年奈良市告示第168号。
以下「設置要綱」という。）第２条に規定する協議会を
いう。以下「協議会」という。）の設立初期の活動に要
する経費に対し、予算の範囲内で奈良市地域自治協議会
立ち上がり支援交付金（以下「交付金」という。）を交
付するものとし、その交付に関しては、奈良市補助金等
交付規則（昭和59年奈良市規則第23号。以下「規則」と
いう。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところ
による。
　 （交付対象者）

【訪問介護】

事業所番号
事業所 事業者

廃止年月日
所在地 名称 法人所在地 法人名 法人番号

2970105934 奈良市東九条町640－１

福祉相談サービ
スセンター・青
い鳥

奈良市西木辻町
91－４

特定非営利活動法
人アメニティー・
ライフサポート・
アシスト

1150005003536 平成31年３月31日

【特定（介護予防）福祉用具販売】

事業所番号
事業所 事業者

廃止年月日
所在地 名称 法人所在地 法人名 法人番号

2970100620
奈良市西大寺東
町二丁目４番１
号

株式会社近鉄百
貨店奈良店ハー
トフルサロン

大阪市阿倍野区
阿倍野筋１丁目
１番43号

株式会社近鉄百貨
店 3120001098201 平成31年３月１日

【地域密着型通所介護】

事業所番号
事業所 事業者

廃止年月日
所在地 名称 法人所在地 法人名 法人番号

2970105876 奈良市奈良阪町2750－２
デイサービスセ
ンターつばさ

奈良市奈良阪町
2750－２ 有限会社つばさ 8150002004092 平成31年３月31日

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護】

事業所番号
事業所 事業者

廃止年月日
所在地 名称 法人所在地 法人名 法人番号

2990100170 奈良市南京終町19－１

定期巡回・随時対
応型訪問介護看護
らくじ苑

奈良市南京終町
19－１

社会福祉法人楽慈
会 3150005001091 平成31年３月31日
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第�２条　交付金の交付を受けることができる者は、協議会
であって、設置要綱第７条の認定を行った年度から起算
して３年度を経過したものを除くものとする。
　 （交付対象事業）
第�３条　交付金の交付を受けることができる事業（以下「対
象事業」という。）は、次に掲げるものとする。
　⑴�　協議会の会議の開催、区域内の住民に対する種々の
啓発活動その他協議会の運営に関する事業

　⑵�　自主的、自立的な地域のまちづくり事業
　⑶　その他市長が必要と認める事業
　 （交付対象経費及び交付金の額）
第�４条　交付金の対象となる経費は、対象事業に要する経
費（交際費及び慶弔費並びに懇親会等に係るものを除く。）
とする。
２�　交付金の額は、300,000円に、別表左欄に掲げる協議
会の区域内人口に応じ、同表右欄に定める金額を加えて
得た額を限度とする。
３�　同一の協議会に係る交付金の交付は、一の会計年度に
つき１回限りとし、最大３回までとする。
　 （交付金の交付申請）
第�５条　交付金の交付を受けようとする協議会の代表者は、
規則第４条に定める補助金等交付申請書に、次に掲げる
書類を添えて市長に提出しなければならない。
　⑴　事業計画書
　⑵　収支予算書
　⑶　その他市長が必要と認める書類
　 （交付金の概算払）
第�６条　市長は、交付金の交付を決定した場合において、
必要と認めるときは、交付金の概算払をすることができ
る。この場合においては、交付金の実績報告により交付
金の額が確定した後で交付金の精算を行うものとする。
　 （実績報告書の添付書類）
第�７条　交付金の交付を受けた者は、規則第14条に定める
実績報告書に次に掲げる書類を添えて、対象事業の終了
後、直ちに市長に提出しなければならない。
　⑴　対象事業に関する支出を証明する書類
　⑵　協議会活動報告書
　⑶　その他市長が必要と認める書類
　 （交付金の返還）
第�８条　市長は、交付金の支給を受けた者が偽りその他不
正の手段により交付金の支給を受けたとき又は交付金の
支給後に、設置要綱第９条の取消し又は設置要綱第10条
の解散があったときは、当該交付金の支給を受けた者に
対し、当該交付金の全部又は一部の返還を命じるものと
する。
　 （その他）
第�９条　この要綱に定めるもののほか、交付金の交付に関
し必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則
　この告示は、平成31年４月１日から施行する。
別表（第４条関係）

区域内人口 金額
2,000人以下 100,000円
2,001人以上5,000人以下 150,000円
5,001人以上10,000人以下 200,000円
10,001人以上15,000人以下 250,000円
15,001人以上 300,000円

（平成31年３月29日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第154号
　奈良市建築物土砂災害対策改修促進事業補助金交付要綱
を次のように定める。
　平成31年３月29日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市建築物土砂災害対策改修促進事業補助金交付
要綱

　 （趣旨）
第�１条　土砂災害から市民の生命及び身体を保護するため、
土砂災害が発生するおそれがある区域内に存する既存不
適格の建築物に対する土砂災害対策改修に要する経費の
一部について、予算の範囲内で奈良市建築物土砂災害対
策改修促進事業補助金（以下「補助金」という。）を交
付するものとし、その交付については、奈良市補助金等
交付規則（昭和59年奈良市規則第23号。以下「規則」と
いう。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところ
による。
　 （定義）
第�２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義
は、当該各号に定めるところによる。
　⑴�　土砂災害対策改修　既存の建築物が建築基準法施行
令（昭和25年政令第338号。以下「令」という。）第80
条の３の規定に適合するよう実施する同条に規定する
外壁等の改修及び門又は塀の設置又は改修をいう。

　⑵�　土砂災害特別警戒区域　土砂災害警戒区域等におけ
る土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法
律第57号）第９条第１項の規定により本市の区域内に
指定された土砂災害特別警戒区域をいう。

　⑶�　建築士　建築士法（昭和25年法律第202号）第２条
第２項に規定する一級建築士又は同条第３項に規定す
る二級建築士をいう。

　 （補助対象建築物）
第�３条　補助の対象となる建築物（以下「補助対象建築物」
という。）は、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当
するものとする。
　⑴�　土砂災害特別警戒区域内に存する住宅又は居室（建
築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第４号に規
定する居室をいう。）を有する建築物であること。

　⑵�　土砂災害特別警戒区域に指定される前に建築された
建築物であること。

　⑶�　令第80条の３に規定する構造方法（同条ただし書に
該当する場合を除く。）を有しない建造物であること。
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　 （補助対象事業）
第�４条　補助金の交付の対象となる事業は、次の各号のい
ずれにも該当する事業とする。
　⑴�　補助対象建築物について実施する土砂災害対策改修
であること。

　⑵�　建築士法第23条第１項の登録を受けている一級建築
士事務所又は二級建築士事務所に所属する建築士が設
計、工事監理等を行う土砂災害対策改修であること。

　⑶�　土砂災害対策改修の実施後の補助対象建築物が、令
第80条の３の規定に適合すること。

　⑷�　土砂災害対策改修に対し、他の法令等により、国、
県又は市から同種の補助金を受けていないこと。

　 （補助対象者）
第�５条　補助金の交付を受けることができる者は、次の各
号のいずれにも該当する者とする。
　⑴　次のいずれかに該当する者であること。
　　ア�　補助対象建築物の所有者（共有の建築物にあって

は、共有者全員の合意による代表者）
　　イ�　建物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律第

69号）第３条又は第65条に規定する団体（以下「管
理組合」という。）

　⑵　市税の滞納をしていない者
　⑶�　暴力団等（奈良市暴力団排除条例（平成24年奈良市
条例第24号）第２条第３号に規定する暴力団等をいう。
以下同じ。）でない者

　 （補助対象経費）
第�６条　補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」
という。）は、補助対象者が補助対象建築物の土砂災害
対策改修工事に要した経費（消費税及び地方消費税を除
く。）とする。
　 （補助金の額等）
第�７条　補助金の額は、補助対象経費に100分の23を乗じ
て得た額（その額に1,000円未満の端数を生じたときは、
これを切り捨てた額）とし、759,000円を限度とする。
２�　補助金の交付は、補助対象建築物１棟につき１回限り
とする。
　 （補助金の交付申請）
第�８条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」
という。）は、土砂災害対策改修工事を実施する前に、
規則第４条第１項に規定する補助金等交付申請書に、次
に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。
　⑴　工事計画概要書（別記第１号様式）
　⑵　土砂災害対策改修工事に要する経費の見積書の写し
　⑶　補助対象建築物の付近見取図及び外観全景の写真
　⑷�　補助対象建築物の配置図（土砂災害特別警戒区域内
であることがわかる図面を含む。）、各階平面図、立面
図、断面図、構造図及び令第80条の３の規定への適合
について検討した書類等

　⑸�　土砂災害対策改修の計画が令第80条の３の規定に適
合することを、当該土砂災害対策改修に係る構造設計
を行った建築士以外の建築士が証した土砂災害対策改

修計画に係る構造規定適合報告書（別記第２号様式）
　⑹　�次に掲げるいずれかの書類
　　ア　補助対象建築物の所有者であることを証する書類
　　イ�　補助対象建築物の所有者と占有者が異なる場合は、

占有者からの土砂災害対策改修工事の実施に係る同
意書（区分所有建築物である場合は、土砂災害対策
改修工事の実施に係る組合決議書及び管理組合規約）

　　ウ�　補助対象建築物の所有者が複数ある場合は、申請
者以外の所有者からの土砂災害対策改修工事の実施
に係る同意書

　⑺�　補助対象建築物の建築時の建築確認通知書、検査済
証、全部事項証明書その他建築された時期が確認でき
る書類

　⑻�　建築基準法第６条第４項又は第６条の２第１項の規
定による確認済証（確認の申請が必要な場合に限る。）

　⑼�　建築士（土砂災害対策改修に係る構造設計を行った
建築士及び第５号の確認を行った建築士に限る。）の
免許証の写し

　⑽�　奈良市建築物土砂災害対策改修促進事業補助金交付
申請に関する同意書（別記第３号様式）

　⑾�　その他市長が必要と認める書類
　 （補助金の交付決定及び通知）
第�９条　市長は、前条の申請があった場合は、その内容を
審査し、交付することを決定したときは、申請者に対し、
規則第７条第１項に規定する補助金等交付決定通知書に
より通知する。この場合において、市長は当該補助金交
付について条件を付すことができる。
２�　市長は、前項の審査等の結果、補助金を交付しないこ
とを決定したときは、速やかにその旨を申請者に通知す
るものとする。
　 （補助金の実績報告）
第�10条　補助金の交付決定を受けた者は、土砂災害対策改
修工事が完了したときは、規則第14条に規定する補助事
業等実績報告書に、次に掲げる書類を添えて市長に提出
しなければならない。
　⑴　土砂災害対策改修工事施工報告書（別記第４号様式）
　⑵�　工事写真（改修後の外観全景の写真並びに工事施工
部分の改修前、改修中及び改修後の写真）

　⑶　土砂災害対策改修工事に要した経費の領収書の写し
　⑷�　建築基準法第７条第５項又は第７条の２第５項の規
定による検査済証（確認済証の交付を受けた場合に限る。）

　⑸　工事監理者の建築士の免許証の写し
　⑹　その他市長が必要と認める書類
　 （補則）
第�11条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関
し必要な事項は、その都度市長が定める。
　　　附　則
　この告示は、平成31年４月１日から施行する。
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（平成31年３月29日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第155号
　奈良市保育士試験による資格取得支援事業補助金交付要
綱を次のように定める。
　平成31年３月29日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市保育士試験による資格取得支援事業補助金交
付要綱

　 （趣旨）
第�１条　子どもを安心して育てることができるような体制
整備を行うための保育人材確保の一環として、保育士資
格取得に要した費用の一部について、予算の範囲内で奈
良市保育士試験による資格取得支援事業補助金（以下「補
助金」という。）を交付することについて、奈良市補助
金等交付規則（昭和59年奈良市規則第23号。以下「規則」
という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるとこ
ろによる。
　 （定義）
第�２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義
は、当該各号に定めるところによる。
　⑴�　保育士等　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第

18条の４に規定する保育士又は就学前の子どもに関す
る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平
成18年法律第77号）第15条第１項に規定する保育教諭
をいう。

　⑵�　保育士試験　児童福祉法第18条の８に規定する試験（平
成30年の前期保育士試験以後に実施されたものに限る。）
をいう。 

　⑶�　保育士証　児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令
第11号）第６条の32第１項に規定する保育士登録証を
いう。ただし、保育士試験合格後から１年以内に交付
を受けたものに限る。

　⑷�　保育所等　市内に存する次のいずれかに該当する施
設（国又は地方公共団体が設置した施設を除く。）をいう。

　　ア�　児童福祉法第35条第４項の規定により設置された
保育所

　　イ�　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な
提供の推進に関する法律第17条第１項に規定により
認可を受けた幼保連携型認定こども園（以下「認定
こども園」という。）

　　ウ�　認定こども園への移行を予定している学校教育法
（昭和22年法律第26号）第１条に規定する幼稚園

　　エ�　児童福祉法第34条の15第２項の規定により設置さ
れた小規模保育事業のうち、奈良市家庭的保育事業
等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成
26年奈良市条例第36号）第29条に規定する小規模保
育事業所Ａ型

　　オ�　認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明
書の交付について（平成17年１月21日雇児発第
0121002号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）

による認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証
明書の交付を受けた認可外保育施設

　⑸�　勤務開始日　平成31年４月１日以後において保育士
証の交付を受けてから初めて保育士等として保育所等
に勤務を開始した日をいう。

　 （補助対象者）
第�３条　補助金の交付を受けることができる対象者（以下
「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該当
する者とする。
　⑴�　勤務開始日から保育士証の交付を受けた日から起算
して２年を経過する日までの間において、勤務をした
期間が通算して１年以上となる者であること。ただし、
当該期間に勤務した日がない月は、含まないものとする。

　⑵�　第８条の交付申請時点において保育所等に勤務して
いる者であること。

　⑶�　雇用保険法（昭和49年法律第116号）第60条の２に
規定する教育訓練給付金その他補助金と同趣旨の助成
等を受けていない者であること。

　⑷�　奈良市暴力団排除条例（平成24年奈良市条例第24号）
第２条第３号に規定する暴力団員等でないこと。

　⑸�　市区町村民税の滞納がない者であること。
２�　市長は、必要に応じ、補助対象者が前項第４号に該当
するか否かを奈良警察署長に対して照会を行うものとする。

　 （対象経費）
第�４条　補助金の対象となる費用（以下「補助対象経費」
という。）は、補助対象者が保育士試験受験講座の受講（通
信制、昼間、昼夜開講制、夜間又は昼間定時制）に要し
た費用であって、当該講座を開講している事業者（以下
「講座実施事業者」という。）に対して支払った次に掲げ
る費用並びに当該費用に係る消費税及び地方消費税とする。
　⑴�　入学料（講座実施事業者における受講の開始に際し、
当該講座実施事業者に納付する入学金又は登録料）

　⑵�　受講料（面接授業料、教科書代及び教材費（受講に
必要なソフトウェア等補助教材費を含む。））

２　次に掲げるものについては、補助対象経費としない。
　⑴�　保育士試験その他の検定試験の受講料
　⑵�　受講に当たって必ず必要な教材以外の補助教材費
　⑶　講座実施事業者が実施する補講費
　⑷�　講座実施事業者が定める期間を超えて受講した場合
に必要となる費用

　⑸�　講座実施事業者が実施する各種行事参加に係る費用
　⑹�　学債等将来対象者に対して現金還付が予定されてい
る費用

　⑺　保育士試験受験講座受講のための交通費
　⑻�　保育士試験受験講座受講のためのパソコン、タブレッ
ト等の器材等

　⑼�　クレジットカードの利用等クレジット会社を介して
支払う契約を行う場合の、クレジット会社に対する分
割払手数料（金利）

　⑽�　第６条に規定する支給申請をする時に講座実施事業
者に対して未納となっている入学料又は受講料
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３�　補助対象経費の対象となる期間は、保育士試験の筆記
試験が行われる日の属する月の２年前の属する月の１日
までのものとする。
　 （補助金の額）
第�５条　補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて
得た額（その額に1,000円未満の端数があるときは、こ
れを切り捨てた額。）とし、150,000円を限度とする。
　 （支給申請）
第�６条　補助金の交付を受けようとする者（以下「支給申請者」
という。）は、勤務開始日の属する月の翌月の末日までに、
受験対策学習費用支給申請書に次に掲げる書類を添えて
市長に提出しなければならない。ただし、やむを得ない
理由により当該期日までに提出できない場合は、この限
りでない。
　⑴�　保育士証の写し
　⑵�　保育所等に勤務を開始した旨及び日付がわかる書類
　⑶　学習費用等内訳書
　⑷�　その他市長が必要と認める書類
２�　市長は、前項の規定による支給申請があった場合は、
その内容を審査し、支給が適当と認めるときは補助対象
候補者該当通知書を、支給が不適当と認めるときは補助
対象候補者非該当通知書を、支給申請者に対し通知する。

　 （支給申請の変更等）
第�７条　前条第２項の規定による補助対象候補者該当通知
書を受けた者（以下「該当者」という。）は、支給申請
を取り下げ、又はその内容を変更しようとする場合は、
速やかに市長と協議を行い、市長の指示に従わなければ
ならない。
　 （交付申請等）
第�８条　補助金の交付を受けようとする該当者（以下「交
付申請者」という。）は、勤務開始日から通算して１年
を経過する日（第３条第１項第２号に規定する勤務した
日がない月を除く。）の属する月の前月の１日から末日（当
該前月が３月になる場合は、４月）までに、規則第４条
第１項に規定する補助金交付申請書に次に揚げる書類を
添えて、市長に提出しなければならない。
　⑴　補助対象経費等内訳書
　⑵　保育士試験受験講座の受講に係る領収書等
　⑶　税の滞納がない旨を証する書類（市外在住者に限る。）
　⑷　その他市長が必要と認める書類
　 （交付決定の取消し及び補助金の返還）
第�９条　市長は、規則第７条第１項に規定する通知を受け
た者（以下「交付決定者」という。）が次の各号のいず
れかに該当するときは、補助金の交付決定を変更し、又
は取り消すことができる。
　⑴�　この要綱の規定又は補助金の交付決定に付した条件
に違反したとき。

　⑵�　虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受
けたとき。

　⑶　その他市長が補助金の交付を不適当と認めたとき。
２�　市長は，前項の規定により補助金の交付の決定を取り

消した場合において、既に補助金が交付されているとき
は、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。
　 （実績報告等）
第�10条　交付決定者は、規則第14条に規定する補助事業等
実績報告書に、次に掲げる書類を添えて市長が定める期
日までに提出しなければならない。
　⑴　保育所等による勤務証明書
　⑵　その他市長が必要と認める書類
２�　交付決定者は、規則第15条に規定する補助金等確定通
知書を受け取ったときは、市が指定する期日までに規則
第17条第２項の規定による補助金等交付請求書を市長に
提出しなければならない。
　 （関係書類の保存等）
第�11条　交付決定者は、当該事業に関し、費用の収支その
他補助事業に関する書類及び帳簿を備え、これを整理し、
補助金の交付を受けた年度終了後５年間は、これを保管
しなければならない。
　 （補則）
第�12条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に
関し必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則
　この告示は、平成31年４月１日から施行する。

（平成31年３月29日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第156号
　奈良市私立幼稚園２歳児受入推進事業補助金交付要綱の
一部を改正する告示を次のように定める。
　平成31年３月29日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市私立幼稚園２歳児受入推進事業補助金交付要
綱の一部を改正する告示

　奈良市私立幼稚園２歳児受入推進事業補助金交付要綱（平
成30年奈良市告示第481号）の一部を次のように改正する。
　第１条中「２歳児の保育需要に対応し、安心して子育て
ができる環境を整備するため、保育を必要とする」を「保
護者の就労形態及び保育ニーズの多様化に対応するため、」
に改める。
　第２条を次のように改める。
　 （定義）
第�２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義
は、当該各号に定めるところによる。
　⑴�　私立幼稚園　私立学校法（昭和24年法律第270号）

第３条に規定する学校法人が、学校教育法（昭和22年
法律第26号）第４条第１項の規定による認可を受けて、
本市に設置する幼稚園をいう。

　⑵�　補助対象事業　私立幼稚園が対象児童を定期的に預
かる事業で、次のいずれにも該当するものをいう。

　　ア�　当該事業を１日につき６時間以上、かつ、１週間
につき５日以上実施するもの

　　イ�　一時預かり事業の実施について（平成27年７月17
日付27文科初第238号、雇児発0717第11号文部科学
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省初等中等教育局長、厚生労働省雇用均等・児童家
庭局長通知）別紙４⑶④から⑥までに規定する基
準に適合するもの

　⑶　対象児童　次のいずれにも該当する者をいう。
　　ア　当該年度の初日における年齢が２歳であること。
　　イ�　他の法令等により、国、県又は市からの同種の補

助金の交付の対象となっていない者であること。
　　ウ�　本市に住所を有する者であること。
　　エ�　補助対象事業を１日当たり６時間以上利用してい

ること。
　第３条及び第４条を削り、第５条を第３条とする。
　第６条中「子ども・子育て支援交付金交付要綱（平成28
年７月20日付府子本第474号内閣総理大臣通知））別紙の表
一時預かり事業の項１（３）に定める額をいう」を「対象
児童１人につき日額530円とする」に改め、同条を第４条とし、
第７条から第12条までを２条ずつ繰り上げる。
　　　附　則
　この告示は、平成31年４月１日から施行する。

（平成31年３月29日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第157号
　奈良市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認
定等に関する要綱を次のように定める。
　平成31年３月29日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園
の認定等に関する要綱

　 （趣旨）
第�１条　この要綱は、就学前の子どもに関する教育、保育
等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第
77号。以下「法」という。）及び就学前の子どもに関す
る教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行
規則（平成26年内閣府、文部科学省、厚生労働省令第２
号。以下「省令」という。）並びに奈良市幼保連携型認
定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条
例（平成31年奈良市条例第14号。以下「条例」という。）
に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
　 （定義）
第�２条　この要綱において使用する用語の意義は、法及び
省令並びに条例で使用する用語の例による。
　 （認定の申請）
第�３条　法第３条第１項又は第３項の認定を受けようとす
る者は、認定こども園認定申請書（以下「申請書」という。）
に、別に定める書類を添えて市長に申請しなければなら
ない。
２�　市長は、申請書の審査に当たり、必要に応じて、前項
の申請を行った者（以下「申請者」という。）に対し、
直接に説明、報告等を求めることができる。
　 （申請に関する審査等）
第�４条　市長は、申請書又は当該申請書に添付しなければ
ならない書類に不備があると認めるときは、速やかに申

請者に対し、相当の期間を定めてその補正を求めるもの
とする。
２�　市長は、認定こども園の認定をしようとするときは、
あらかじめ奈良市子ども・子育て会議条例（平成25年奈
良市条例第12号）第１条に規定する奈良市子ども・子育
て会議の意見を聴かなければならない。
　 （変更の届出）
第�５条　認定こども園の設置者（以下「設置者」という。）
は、法第29条第１項の規定による変更の届出を行おうと
するときは、認定こども園変更届出書（以下「変更届出
書」という。）に、変更事項を証する書類を添えて市長
に提出するものとする。
　 （廃止等の申請）
第�６条　設置者は、認定こども園を廃止し、又は休止しよ
うとするときは、あらかじめ認定こども園廃止（休止）
申請書を市長に提出しなければならない。
２�　設置者は、認定こども園を廃止し、又は休止しようと
するときは、当該認定こども園の利用者が継続して幼児
教育及び保育を受けることができるよう適切な措置を講
じなければならない。
３�　市長は、第１項の認定こども園廃止（休止）申請書に
記載された休止期間を経過した後も再開の届出がない場
合又は次条に規定する再開の協議が行われない場合は、
設置者に対し、廃止の手続を行うよう指導するものとする。
　 （再開）
第�７条　休止した認定こども園を再開しようとする設置者
は、あらかじめ市長に対し、再開に係る協議を行うもの
とする。
　 （運営状況報告の徴収）
第�８条　法第30条第１項の規定による報告は、認定こども
園運営状況報告書により行うものとする。
　 （補則）
第�９条　この要綱に定めるもののほか、申請書等の様式そ
の他認定こども園の認定等に関し必要な事項は、市長が
別に定める。
　　　附　則
　この告示は、平成31年４月１日から施行する。

（平成31年３月29日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第158号
　奈良市配食サービス事業実施要綱の一部を改正する告示
を次のように定める。
　平成31年３月29日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市配食サービス事業実施要綱の一部を改正する
告示

　奈良市配食サービス事業実施要綱（平成６年奈良市告示
第97号）の一部を次のように改正する。
　第２条第１項中「利用者１人当たり週５日を限度に、昼
食」を「昼食又は夕食のいずれか」に改め、同条第２項を
次のように改める。
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２�　市長は、配食サービスの実施に際し、次に掲げる要件
を満たす者を奈良市配食サービス事業者台帳に登録する。
　⑴�　食品衛生法（昭和22年法律第233号）その他関係法
令を遵守し、衛生的な調理を実施できること。

　⑵　安定的かつ継続的に配食サービスを提供できること。
　⑶�　配食時に利用者（第５条第１項の規定により配食サー
ビスの利用の承認を受けた者をいう。以下同じ。）の
異常を発見したとき又は安否の確認がとれないときの
対応マニュアル及び連絡体制並びに利用者からの苦情
相談に対応する体制が整備されていること。

　⑷�　仕出し屋又は弁当屋として食品衛生法第52条の規定
により営業の許可を受けていること。ただし、社会福
祉法人で、施設において食事の提供を行っている者に
ついては、この限りでない。

　⑸　その他市長が定めること。
　第２条に次の１項を加える。
３�　市長は、前項の規定により奈良市配食サービス事業者
台帳に登録した者のうち、配食サービスを利用すること
ができる者（以下「対象者」という。）から利用の希望があっ
たもの（以下「事業者」という。）に配食サービスを委
託するものとする。
　第３条中「配食サービスを利用することができる者（以
下「対象者」という。）」を「対象者」に改める。
　第４条第１項中「配食サービスを利用しようとする」を
削り、「その養護者（「以下申込者」を「対象者の依頼によ
りその手続を代行する者（「以下これらを「申請者」に改め、
同条第２項中「対象者又はその養護者」を「申請者」に改
める。
　第５条の見出し中「決定」を「承認」に改め、同条第１
項中「配食サービス利用決定通知書」を「配食サービス利
用承認通知書」に、「申込者」を「対象者」に改め、同条
第２項中「申込者」を「対象者」に改め、同条第３項中「委
託先の長」を「事業者」に、「配食サービス利用者決定通
知書」を「配食サービス利用承認通知書」に改め、同条に
次の１項を加える。
５�　事業者は、配食サービスを開始する前に利用者を訪問
し、配食サービスの利用に係る説明その他必要な調整等
を行うものとする。
　第６条中「決定」を「利用の承認」に改め、「（以下「利
用者」という。）」を削る。
　第７条第１項各号を次のように改める。
　⑴�　第３条に規定する対象者の要件を満たさなくなった

とき。
　⑵�　入院又は施設等に入所したとき。
　⑶�　虚偽の申請その他不正な手段により配食サービスの
利用の承認を受けたとき。

　⑷�　その他市長が配食サービスの利用をさせることが適
当でないと認めたとき。

　第７条第２項中「サービスの提供」を「配食サービス」
に改め、「配食サービス利用停止（廃止）決定通知書」を「配
食サービス利用停止（廃止）通知書」に改め、同条第３項

中「配食サービス」を「第１項の規定により配食サービス」
に、「委託先の長」を「事業者」に、「配食サービス利用者
停止（廃止）決定通知書」を「配食サービス利用停止（廃
止）通知書」に改める。
　第８条を次のように改める。
　 （利用内容の変更又は中止）
第�８条　配食サービスを利用する曜日若しくは事業者を変
更し、又は配食サービスの利用の中止をしようとする場
合は、利用者は配食サービス利用変更（中止）届（別記
第７号様式）により市長に届け出なければならない。
２�　前項の規定による届出による事業者の変更は、当該届
出があった日の属する月の翌月から行うものとする。た
だし、当該届出が月の25日（その日が奈良市の休日を定
める条例（平成元年奈良市条例第３号）第１条第１項に
規定する市の休日（以下「休日」という。）に当たると
きは、その日前において、その日に最も近い休日でない
日）以後にあったときは、翌々月から変更することがある。
３�　前項の事業者の変更については、第５条第３項から第
５項までの規定を準用する。
　第９条第１項第１号中「必要としない日ができたときは」
を「利用しない日があるときは」に、「２日前」を「前日
の午後１時」に、「委託先の長」を「事業者」に改め、同
項第３号中「清潔を保つために簡単に洗っておくこと」を
「事業者の求めに応じ適切に処理すること」に改め、同条
第２項中「ときは」の次に「、市長は」を加え、「の利用料」
を「に規定する費用（市が支弁する費用を含む。）」に改める。
　第10条第１項中「委託先」を「事業者」に、「配食サービス」
を「配食、当該利用者の安否の確認等」に改め、同条第２
項中「として、１食につき450円を負担するものとする」を「相
当分の金額を負担する」に改める。
　第11条を第15条とし、第10条の次に次の４条を加える。
　 （報告）
第�11条　事業者は、配食サービスの利用状況について、市
長に月１回報告するものとする。
２�　前項に定めるもののほか、事業者は、配食サービスの
運営上重大な事項が生じたときは、速やかに文書により
市長に報告しなければならない。
　 （記録簿の整理）
第�12条　事業者は、配食サービスの実施状況を明らかにす
るための記録、台帳、帳簿その他の必要な書類を整備し、
配食サービスの利用が終了した日の属する年度の翌年度
から５年間保存し、市長から求めがあったときは、これ
らを提示し、又は提出しなければならない。
　 （調査）
第�13条　市長は、必要に応じ、配食サービスの実施状況に
ついて、事業者に報告を求め、又は実地を調査すること
ができる。
　 （秘密の保持）
第�14条　事業者及び事業者の従事者（従事していた者も含む。）
は、配食サービスの業務上知り得た事項を正当な理由な
く他に漏らし、又は自己の利益のために使用し、若しく
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は不当な目的に使用してはならない。
２�　事業者は、配食サービスの実施に当たり、奈良市個人
情報保護条例（平成21年奈良市条例第51号）第11条第３

項の規定により、個人情報を適切に取り扱わなければな
らない。
　別記第１号様式中

「利用者の情報を各関係機関に提示すること」を「関係機
関に対象者の情報を提供すること」に、「申込者」を「申
請者」に改める。

　別記第２号様式中「配食サービス利用決定通知書」を「配
食サービス利用承認通知書」に、「申込者」を「対象者」に、
「決定した」を「承認した」に、

　別記第５号様式中「（注）余白にこの処分について不服
がある場合における不服申立て及び取消訴訟の教示を記載
する。」を削る。
　別記第６号様式中「配食サービス利用者停止（廃止）決
定通知書」を「配食サービス利用停止（廃止）通知書」に、

「施設長」を「事業者」に、「を決定した」を「とした」に
改める。
　別記第７号様式中「配食サービス利用変更届」を「配食
サービス利用変更（中止）届」に、「あて先」を「宛先」に、
「変更」を「変更・中止」に、「利用日」を「配食日」に、

　別記第３号様式中「申込者」を「対象者」に改め、「（注）
余白にこの処分について不服がある場合における不服申立
て及び取消訴訟の教示を記載する。」を削る。
　別記第４号様式中「配食サービス利用者決定通知書」を

「配食サービス利用承認通知書」に、「施設長」を「事業者」
に、「配食サービスの利用者を次のとおり決定した」を「　
　年　　月　　日付で申込みのあった配食サービスの利用
については、次のとおり承認した」に、

　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
　「
								      

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

配食を希望する
曜　　　　　日

月・火・水・木・金　（週　　　日）
（希望曜日を○で囲んでください。）

希　望　施　設 ① ② ③

配食を希望する曜日（曜
日の昼又は夕の欄に○を
記入してください。）

昼・夕選択制
（１日１食）

月 火 水 木 金 土 日

昼

夕

希望事業者 弁当の種類

「
								      

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」	

利用開始日 年　　　月　　　日

配　食　日 月・火・水・木・金・土　（週　日）
（○で囲んだ曜日）

指示事項

１�　配食サービスを必要としない日ができたときは、その
日の２日前までに　　　へ連絡してください。
２�　配食サービスを今後必要としなくなったときは、直ち
に　　　へ連絡してください。
３　食器類は、清潔を保つために簡単に洗ってください。

　「

								        　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」	
「	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　		  　」	

配食開始日 年　　　月　　　日以後

配　食　日 月・火・水・木・金・土　（週　日）
（○で囲んだ曜日）

配食開始日 年　　　月　　　日以後

配　食　日

「
								      
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

				  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」	

配食開始日 年　　　月　　　日以後

配　食　日

指示事項

連　絡　先
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「利用施設」を「事業者」に、「変更理由」を「変更・中止
理由」に改める。
　　  附　則
　 （施行期日）
１　この告示は、平成31年３月29日から施行する。
　 （経過措置）
２�　この告示による改正後の奈良市配食サービス事業実施
要綱の規定は、平成31年４月分の配食サービスから適用
し、平成31年３月分までの配食サービスについては、な
お従前の例による。

（平成31年３月29日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第159号
　奈良市国民健康保険一部負担金の減額、免除及び徴収猶
予に関する取扱要綱の一部を改正する告示を次のように定
める。
　平成31年３月29日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市国民健康保険一部負担金の減額、免除及び徴
収猶予に関する取扱要綱の一部を改正する告示

　奈良市国民健康保険一部負担金の減額、免除及び徴収猶
予に関する取扱要綱（平成22年奈良市告示第160号）の一
部を次のように改正する。
　第４条第１項第１号中「100分の110」を「1000分の
1155」に改め、同項第２号中「100分の110」を「1000分の
1155」に、「100分の120」を「1000分の1260」に改め、同
項第３号中「100分の120」を「1000分の1260」に、「100分
の130」を「1000分の1365」に改める。
　第７条第１項中「第22条第１項」を「第22条第２項」に
改める。
　　　附　則
　 （施行期日等）
１�　この告示は、平成31年３月29日から施行し、この告示
による改正後の奈良市国民健康保険一部負担金の減額、
免除及び徴収猶予に関する取扱要綱（以下「改正後の要
綱」という。）の規定は、平成30年10月１日以後の一部
負担金の減免等から適用する。
　�（平成30年10月１日から平成32年９月30日までの間にお
ける減免等に関する基準の特例）
２�　平成30年10月１日から平成31年９月30日までの間の一
部負担金に係る改正後の要綱第４条第１項の規定の適用
については、同項第１号中「1000分の1155」とあるのは
「885分の990」と、同項第２号中「1000分の1155」とあ
るのは「885分の990」と、「1000分の1260」とあるのは「1000

分の1220」と、同項第３号中「1000分の1260」とあるの
は「1000分の1220」と、「1000分の1365」とあるのは、「1000
分の1320」とする。
３�　平成31年10月１日から平成32年９月30日までの間の一
部負担金に係る改正後の要綱第４条第１項の規定の適用
については、同項第１号中「1000分の1155」とあるのは
「870分の990」と、同項第２号中「1000分の1155」とあ
るのは「870分の990」と、「1000分の1260」とあるのは「1000
分の1240」と、同項第３号中「1000分の1260」とあるの
は「1000分の1240」と、「1000分の1365」とあるのは「1000
分の1340」とする。

（平成31年３月29日掲示済）　
　　　　� 　　 　
奈良市告示第160号
　奈良市行政組織規則等の一部を改正する規則の施行に伴
う関係規程の整備に関する告示を次のように定める。
　平成31年３月31日

奈良市長　仲　川　元　庸　
奈良市行政組織規則等の一部を改正する規則の施行
に伴う関係規程の整備に関する告示

　� （奈良市外部監査契約を締結しようとする相手方の資格
を証する書面等閲覧規程の一部改正）
第�１条　奈良市外部監査契約を締結しようとする相手方の
資格を証する書面等閲覧規程（平成14年奈良市告示第
139号）の一部を次のように改正する。
　�　第２条中「総合政策部行政経営課」を「総務部法務ガ
バナンス課」に改める。
　� （奈良市サービス付き高齢者向け住宅登録簿閲覧規程の
一部改正）
第�２条　奈良市サービス付き高齢者向け住宅登録簿閲覧規
程（平成23年奈良市告示第676号）の一部を次のように
改正する。
　　第２条中「市民生活部」を「都市整備部」に改める。
　　　附　則
　この告示は、平成31年４月１日から施行する。

（平成31年３月31日掲示済）　

　正　　　　　　　誤　

平成29年10月24日付け奈良市公報第344号		

ページ 誤 正

16 第１号様式（第４
条関係）

第１号様式（第３
条関係）

　「														            
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　		  　」	
「						      	 　　　　						    
	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に、
					     　

　          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　		  　」	

変
更
前

月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金
（週　　　　日）

変
更
後

月 ・ 火 ・ 水 ・ 木 ・ 金
（週　　　　日）

変
更
前

月 火 水 木 金 土 日
変
更
後

月 火 水 木 金 土 日

昼 昼

夕 夕



奈 良 市 公 報

― 58 ―

号外第２号
令和２年１月27日 　
　   （月 曜 日）

第２号様式（第４
条関係）

第２号様式（第３
条関係）

平成30年６月１日付け奈良市公報第355号

ページ 段 行 誤 正

１ 左 20 一部の改正 一部を改正する告
示


